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序章  

 

第 1 節  シーニアの紹介  

 

 シーニア ( N as s a u  Wi l l i a m  S e n i o r,  1 79 0 - 1 8 64 )は、イングランド南部バ

ークシャーのコンプトン・ビーチャムで、英国国教会教区牧師の長男として生ま

れた。そして、1 8 0 3 年にイートン校、18 0 7 年にオックスフォード大学モウドリン・

カレッジ、18 1 0 年にはロンドンのリンカーンズ・イン法律学校に入学した。イート

ン校時代のチューターには、後に福音主義者であることを公言した最初のカンタ

ベリー大主教とされるサムナーが、オックスフォード大学時代のチューターには、

後にアイルランドのダブリンの大主教になったホェートリーがいた。  

 シーニアは、1 82 3 年に経済学クラブのメンバーに選出され、1 8 25 年にはオッ

クスフォード大学ドラモンド講座経済学初代教授（ 1 期目：1 8 2 5 - 1 83 0、2 期目：

1 8 4 7 - 1 85 2 ）を、さらに、1 8 31 年にはキングス・カレッジ・ロンドンの経済学教授

を務めた。また、ホイッグ党の相談役を務めた最初の経済学者でもあり、経済学

者として、1 9 世紀のイギリスの政策に大きな影響を与えた人物である。  

 シーニアが救貧法改革を決意したのは 2 5 歳のとき、父の教区での誤った慈善

活動の弊害を目の当たりにしたことに端を発するとされている。シーニアは王立

委員会の委員 と し て 、 救貧法調査委員会 （ 1 83 2 ‐ 1 8 3 4 ） 、 工 場法委員会

（1 83 7 ）、失業手織工の状態に関する委員会（ 1 8 41 ）、大衆教育に関する委員

会（18 5 7）に携わり、これらの委員会報告書の多くを執筆した。特に、 18 34 年に

成立した救貧法改正法（以下、新救貧法）は、シーニアが携わった政策の中でも、

最も大きな影響を与えたものであった 1。  

 シーニアは、シュンペーターが「マルサスおよびリカードウとともに、3 人組の中

に数えられるものであろう。すなわち、彼（シーニア）は、アダム・スミスとジョン・ス

チュアート・ミルとのあいだの主たる飛び石となる著作を書いた 3 名のイギリス人

の一人であった」 ( S c h um p e t e r  1 95 4 ,  4 8 4 /訳 2 0 0 )と評するように、1 9 世紀

を代表する経済学者の一人であった。  

 

 

                                                   
1  B l a u g ( 1 9 8 6 ,  2 2 1 /訳 2 4 3 )によれば、シーニアは「調査委員会を組織し、議会を説得して

委員会の勧告を法律として制定させるよう強く圧力をかけた」としている。また、新救貧法成立に

貢献したとして、政府は 5 0 0 ポンドおよびナイトの爵位をシーニアに授与すると申し出たが、シ

ーニアは、その申し出を断っている。  
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第 2 節  時代背景  

  

（１）経済学方法論  

  

 経済学は、1 7 7 6 年にアダム・スミスが『国富論』を発表することにより、学問とし

ての体系を整え始めた。それと同時に、経済学者たちの間では、経済学を科学

の一分野として確立しようとする運動も盛んになってきた。その一つが経済学方

法論に関する議論である。  

 経済学の方法論とは、①経済事象をどのように認識し、②これをどのように説

明するのか、③経済学をどのように適用ないし応用するのか、この①～③につい

て考えるものである (馬渡  1 99 0 ,  3 )。そして、この経済学の方法を明確に公式化

した最初の経済学者がシーニアと J . S .ミルであった ( K e yn e s  1 9 17 ,  11 - 1 2 /訳

9 )。彼らによって経済学とはどのような学問であるのかという問題が考察され、経

済学における公理や富の定義が提示された。また、経済学の法則を導き出す手

続きとして、演繹法と帰納法が議論された。ここでいう演繹法とは、理想化された

状況を想定し、そこで生じることを推論する方法であり、シーニア、 J . S .ミル、ケ

アンズなどが支持していた。一方、帰納法とは、与えられた特殊な事実を概括す

ることによって一般的知識に到達しようとする方法であり、「ケンブリッジ帰納主義

者」と呼ばれるヒューエルなどが支持した。そして、1 9 世紀前半は演繹法が主流

であり、演繹法をもとに、経済学の理論を導出していったのである。このように、

経済学は、経済学の方法と範囲を定めることで、独立した学問分野として成長を

遂げていくのである。  

 

（２）救貧法への関心  

 

 同時期、経済学者たちの関心を集めたものの一つに、救貧法があった。イギリ

スでは、産業革命の進展により、富が増大すると同時に、貧民の増大が問題とな

っていた。そして、この貧民の救済は、1 7 世紀頃から救貧法により行われていた

が、救貧法があるにもかかわらず、貧民は増大し続けていた。そこで、救貧法を

どのようにするかが議論の的となっていた。救貧法をめぐる見解は、主に、擁護

派、改善派、廃止派の 3 つに分類することができる (渡会  1 99 9 ,  4 6 - 5 1 )。  

 擁護派の代表としては、ペイリーがおり、ペイリーは自己の神学思想を基に、課

税による貧民の公的救済を擁護した。また、改善派の代表にはベンサムがいた。

ベンサムは、功利主義の立場から、食糧があるにもかかわらず人が餓死するのは

功利の原理に反するとし、救貧法が効率的に運営されるならば、餓死などは防
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止できるとした。さらに、廃止派の代表にはマルサスがいた。マルサスは、人口の

原理に基づき、救貧法により救済される貧民がかえって増えてしまうとして全廃

を主張した 2。  

 救貧法は、1 7 世紀以降度々修正されたが、1 8 34 年に成立した新救貧法は、

従来のものとは異なる性格のものであった。なぜなら、この新救貧法は、当時の

経済学者たちの思想が反映された政策でもあったからである。この新救貧法は、

受救貧民の被救済権を制限することで、競争的労働市場の創出に貢献するなど、

経済的自由主義の立場で考案されたものであった ( S c hu m p e t e r  1 9 54 ,  4 01 -

40 2 /訳  4 5 - 4 7 )。そして、新救貧法は、「 1 8 3 4 年王立救貧法調査委員会報告

書（以下、1 8 3 4 年報告書）」を基に作成されたが、この報告書を執筆した人物が、

経済学者シーニアおよび、行政官チャドウィックであった。  

 

第 3 節  先行研究の概要  

 

 本節では、これまでに発表されたシーニアに関する主要な先行研究のうち、本

稿に関係するものの概要を紹介する 3。それらは、経済学方法論および救貧法に

分けることが出来る。  

 

（１）シーニアの経済学方法論に関する先行研究  

 

 シーニ アの経済学方法論に注目し た主な研究 と し て 、 B o w l e y ( 19 3 7 ) 、

S c hu m p e t e r ( 1 95 4 ) 、 O ’ B r i e n ( 19 7 5 ) 、 B l a u g ( 1 9 9 2 ) お よ び 佐 々 木

( 2 00 1 )などがある。これらの研究では、例えば、Bo w l e y ( 19 3 7 ,  65 )が、「シー

ニアは、…古典派経済学者たちのなかで、（経済学の）範囲と方法に関する最も

重要な著者であった」と述べているように、経済学方法論の分野において、シー

ニアの貢献は大きいものであったと高く評価している。確かに、経済学方法論の

分野におけるシーニアの貢献は大きいが、シーニアが当時の他の経済学者と異

                                                   
2  従来の通説では、マルサスは廃止論者に位置付けられている。しかし、柳沢 ( 2 0 1 5 )によれば、

マルサスは、 『人口論』第二版以降において、予防的妨げは、食糧ではなく住居の不足の懸念

が要因であるとし、公的救済によっても予防的妨げは阻害されないとした。したがって、マルサ

スは救貧法全廃論者ではなくなったとしており、改正論者に分類しなければならないとしている。

ただし、シーニアはマルサスの『人口論』初版の救貧法批判から影響を受け、人口論の点からも

救貧法を批判した。よって、本稿では、柳沢 ( 2 0 1 5 )を尊重するものの、通説通り『人口論』初版

におけるマルサスを考察対象とし、マルサスを救貧法廃止論者として扱う。  
3  シーニアについての先行研究には、賃金論・貨幣論・価値論などに関するものもあるが、本稿

では、経済学方法論および救貧法に関するものに焦点を当てることにする。  
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なるのは、彼自身がホイッグ党の相談役であったように、政策に積極的に関わっ

ていたことである。  

 シーニアは経済学を「科学」とし、経済政策を「アート」として区別し、経済学者

は政治家に対して勧告を行うことができないと考えていた。その理由は、経済政

策の問題はつねに多数の非経済的要素を含んでいるため、純粋に経済的な考

慮だけにもとづいて取り扱われるべきではないからであった ( B l a u g  19 9 2 ,  

12 2 ;  S c h um p e t e r  19 5 4 ,  5 40 /訳 3 04 )。このように、先行研究では、シーニ

アの「科学」と「アート」の区別についての指摘はあるが、実際に「アート」の分野

において、シーニアの経済学方法論がどのように適用されていたのかについて

の言及はない。  

 また、シーニアは、経済理論の導出過程として演繹法を支持していたが、他方

では、救貧法改革案である 18 3 4 年報告書を執筆する際には、事実調査を行っ

ていた。この点について O ’ Br i e n ( 1 9 75 , 7 1 )は、シーニアの経済学方法論の独

自性を指摘する。すなわち、「事実、我々はシーニアが実際に『した』ことを見る

とき、我々は彼の著作が、実際のところ、まったく演繹的ではなかったということ

を知るのである。・・ ・なぜなら、シーニアは経済学の『科学』と『アート』の間を強

く区別したからである」、「非演繹的原理がもっぱらみられる」アートの分野でこそ

「シーニアは広範な仕事をした」と評価している。シーニア以前の経済学者は「科

学」と「アート」の間を明確に区別しておらず O ’ Br i e n ( 1 97 5 )も、経済学方法論

におけるシーニアの独自性を指摘しているものの、シーニアが実際にアートの分

野において、どのような方法論を用いていたのかについては言及していない。  

 

（２）シーニアの救貧法思想に関する先行研究  

 

 シーニアの救貧法思想に関する主な先行研究として、B o w l e y ( 19 3 7 )および

Le v y ( 1 9 7 0 )の二つを挙げることができる。  

 B o w l e y ( 1 9 37 )は、シーニアの救貧法思想について考察し、シーニアが個人

の自由と自己決定権を尊重しており、この考えを基に救貧法改革を実施してい

たことを指摘した。また、L e v y ( 19 7 0 )は、救貧法調査委員会に関する人事事情

を紹介し、経済学者シーニアが 1 8 3 2 年救貧法調査委員会の主要な委員に選

ばれたことを指摘した。これらの研究の特徴は、経済学と救貧法との関わりを切り

離して考察しており、経済学者シーニアではなく、政策者シーニアの面に焦点を

当てていることである。  

 一方、経済理論と救貧法を結び付けて考察したものに H un t ( 1 97 9 )および渡

会 ( 1 9 9 9 )がある。両氏は、シーニアの救貧法思想として、賃金基金説を用いて、
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救貧法を解釈した。しかし、両氏においては、この理論が救貧政策にどのように

適用されたかについての考察がないため、シーニアの救貧法思想を明らかにす

る点では、不十分なものといえる。  

 

第 4 節  研究目的  

 

 救貧法改革は、シーニアが大きな影響を及ぼした政策であった。しかし、シー

ニアの救貧法思想に関する研究は多くはない。その理由は、シュンペーター

( S c h um p e t e r  1 95 4 ,  48 5 /訳 2 0 2 - 2 0 3 )によれば、「政策上の諸問題に関す

るシーニアの業績は、ほとんど誰も読むことのできない政府出版の青書
ブルーブック

のなかに

埋もれている。彼の公の発言は何らの足跡をも残すところがなく、また彼は世間

一般に対してはなきに等しいか、あるいはほとんどそれに近い者であった」から

であった 4。  

 本研究の目的は、シーニアの救貧法思想を、経済学方法論および経済的自由

主義との関連に基づいて考察し、その思想史的意義を解明することにある。本稿

では、第一に、シーニアの救貧法改革案である 18 3 4 年報告書と経済学方法論

との関係を明らかにする。経済学方法論は、シーニアが道を切り開いた分野であ

った。彼の救貧法思想と経済学方法論は密接に関係していたにもかかわらず、

これまではほとんど考察されないままであった。この関係を明らかにすることによ

り、従来の研究の空白を埋めるとともに、新救貧法の知的背景について新たな光

を当てることができる。第二に、救貧法改革による競争的労働市場の創出の仕組

みを、ワークハウス収容に関するシーニアの見解に基づき明らかにする。これに

よって、新救貧法という政策が、受救貧民の被救済権を制限することで競争的労

働市場の創出を図ろうとする経済的自由主義の思想と密接に結びついていたこ

とを、よりいっそう明らかにすることができる。  

 

第 5 節  構成  

 

 本稿は、シーニアの救貧法思想を明らかにするために、まず、第 1 章では、旧

救貧法の変遷およびシーニアの旧救貧法に対する評価を考察する。そして、旧

                                                   
4  救貧法に関する研究は多数ある。しかし、シーニアは、 1 8 3 4 年報告書の執筆者の一人として

紹介されるものがほとんどであり、その救貧法思想については十分に明らかにされているとはい

えない。例えば、救貧法史に関する研究として、伊部 ( 1 9 7 9 ) 、大沢 ( 1 9 8 6 ) 、B o y e r ( 1 9 9 0 ) 、

E n g l a n d e r ( 1 9 9 8 )などがある。また、近年、シーニアの経済学方法論に関しては、経済学の

宗教からの分離に関してのものが注目されつつある。例えば、 O ’ s l i n g t o n ( 2 0 0 1 ,  2 0 1 4 ) 、

Wa t e r m a n ( 1 9 9 1 ,  1 9 9 4 ,  2 0 0 2 ,  2 0 1 4 )などがある。  
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救貧法の代表として、エリザベス救貧法、定住権法、ナッチブル法、ギルバート

法、スピーナムランド制度を取り上げる。このうち、特に定住権法に対してシーニ

アは、労働市場の創出を阻害するとして批判したことを明らかにする。そして、第

2 章では、シーニアが執筆した 18 3 4 年報告書が、シーニアの経済学方法論に

基づいて執筆されたものであったことを明らかにする。先行研究において、シー

ニアは、理論の導出過程として演繹法を指摘しておきながら、 1 8 3 4 年報告書を

執筆する際には、イギリス全土で救貧法の実態調査を行っていた。このことから、

シーニアの理論と実践における経済学方法論の独自性が指摘されていた。シー

ニアは 1 83 4 年報告書において、収集した事実を経済学の理論の光に照らし合

わせて解釈していたのである。また、第 3 章では、シーニアのワークハウス収容

に関する見解を考察する。シーニアは、貧民救済手段として、ワークハウス収容

を義務付けていた。それは、ワークハウス外救済の普及により、貧民が生存を保

障された自由労働者になってしまったからであり、また、ワークハウス内救済の方

が、経済的にも費用がかからなかったのである。しかし、ワークハウスは、劣等処

遇の原則のような、その非人道的な性格から、人道主義者たちからは非難されて

いた。そこで、第 4 章では、ワークハウス収容を受救者に適用することで、彼らが

勤勉になり、自ら労働市場へ働きにでることになるメカニズムを、人間の性格に

照らし合わせて考察する。  

 そして、最後に、シーニアは、 18 3 4 年報告書の末尾において、教育の重要性

を主張していたことから、シーニアの教育思想を明らかにすることで、教育を通じ

て、最終的に貧困問題を解決することができると考えていたことを、第 5 章で考

察する。  
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第 1 章  新救貧法以前の救貧政策  

 

 イギリスでは、貧困対策としての救貧法が 1 6 世紀頃から施行され、1 9 48 年に

国民扶助法が成立するまで長期にわたり存在した。一般的に、新救貧法と区別

するために、1 60 1 年から 1 8 34 年までの間の救貧法を旧救貧法と総称する。こ

の旧救貧法の特徴として、次の 5 つが挙げられる。①無給の貧民監督官を救貧

行政に当たらせた。②政府の救貧目的は、社会的安定や不満を緩和し、騒乱を

予防することであった。また、教区は、自分の教区に所属する貧民を世話した。

③救貧法は、地方および全国で何度も改正された。④一貫した行政原則がなく、

絶えず時勢に迎合していた。⑤地方別の多様性があった ( M ar s h a l l  19 8 4 ,  9 -

12 )。  

 また、旧救貧法を含む救貧法史研究には、救貧法史研究の古典的代表として

We b b( 19 2 7 , 19 2 9 )、経済史の観点から救貧法史を考察した B o y e r ( 1 99 0 )、

17 0 0 年以降の救貧法史を考察した Br u nd a g e ( 20 0 2 )などが挙げられる。また、

日本においても 、救貧法史の研究は多く 、樫原 ( 19 7 8 ) 、小山 ( 19 7 8 ) 、伊部

( 1 97 9 )、大沢 ( 1 98 6 )、高島 ( 1 9 9 5 )、吉尾 ( 20 0 8 )などが挙げられる。  

 そこで、本章は、これまでの救貧法史研究を踏まえ、新救貧法以前の救貧政策

がどのようなものであったかを、第 1 節及び第 2 節において整理する。また、第

3 節では、シーニアの旧救貧法に対する見解を考察する。  

 

第 1 節  旧救貧法の変遷  

 

 エリザベス救貧法が制定される以前の貧民救済は、私的慈善によって行われ

ていた。しかし、貧民の増加に従って、私的慈善では必要な救済を行うことがで

きなくなり、貧困救済に必要な費用を課税によって調達するようになっていった。

このようにして、貧困対策としての救貧法が成立していくことになる。  

 本節では、これまでの救貧法史研究にならい、旧救貧法の代表としてエリザベ

ス救貧法、定住権法、ナッチブル法、ギルバート法、そしてスピーナムランド制度

について考察する。  

 

（１）エリザベス救貧法  

 

 1 9 48 年の国民扶助法によってすべての救貧法が廃止され、それに代わって

国民扶助が導入されるまでの間、 1 60 1 年に制定されたエリザベス救貧法が、義
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務的救済制度の基本法であった 5。  

 1 6 01 年に制定されたエリザベス救貧法は、1 5 72 年から制定され始め、1 59 7

年法を改正したものであり、それまでの救貧に関する法令をまとめたものであっ

た 6。  

 例えば、救貧法のもっとも初期のものに、1 53 1 年法がある。この 15 3 1 年法で

は、浮浪と乞食の禁止という抑圧の立場をとりながらも、各地の治安判事は、指

定地域で物乞いする労働無能貧民に許可を与えることができた。この 1 53 1 年

法を小山 ( 1 9 7 8 ,  1 5 )は「無能力貧民の存在を認め、これに乞食を許可するのは、

貧民救済対策の第一歩である」と評価している。  

 その後、 15 72 年法では、労働可能な浮浪者に厳罰を課し、労働無能貧民に

対しては、教区からの移動を制限することを定めた。また、この 15 72 年法では、

教区内に居住している人で、慈善心に基づいた貧困の救済に対する税金を支払

わない人を刑務所に収容するよう定めた。すなわち、この法律で、はじめて救貧

税が義務づけられるようになったのである。  

 1 5 7 6 年法では、貧民の就業が強制された。さらに、 1 5 9 7 年法では、貧民のた

めの救治院の建設や貧困者の救済における親子の相互扶助が義務付けられる

ようになった。そして、これまでの救貧法を体系的に整備したものが、1 6 0 1 年の

エリザベス救貧法であった。  

 エリザベス救貧法は、これまでの法律ではじめて公式文書に教区救済を規定し

たものであった。そして、貧民の救済は、教区の治安判事および貧民監督官によ

り実施された。例えば、エリザベス救貧法には、治安判事や貧民監督官に関する

内容として、以下のようなものがある。  

  

 ①各教区の教区委員および 2～4 名の有力な戸主が、毎年 2 名以上の治安判

事によって貧民監督官に任命される。  

 ②貧民監督官は、治安判事の承認を得て、教区住民や土地所有者、その他の

資産所有者に対して救貧税を課す権限を持つ。  

 ③治安判事や貧民監督官の職は、無給の名誉職である。  

 ④教区民は、もし貧民監督官からの救貧税の支払命令を拒否した場合、罰金

もしくは投獄されるため、救貧税を強制的に支払うようにされていた。  

 

 この救貧法は、無給の貧民監督官により実施され、かつ強制課税であったため、

非常に安上がりであった  (高島  1 99 5 ,  3 0 )。  

                                                   
5  義務的救済制度とは、強制的課税に基づく公的救済を私的慈善と対照していう言葉である。  
6  1 6 0 1 年に制定された 1 6 0 1 年法のことを一般的に「エリザベス救貧法」という。  
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 また、エリザベス救貧法では、救貧税によって救済される対象者を①労働無能

貧民、②労働能力のある有能貧民、③扶養能力のない貧民の児童の 3 種類に

分類した。そして、各救済対象者に対して強制就業、生活扶助、徒弟奉公を定

めた。この救貧税の目的には、主に以下のものがある。  

 

 ①貧民監督官から見て、その両親が扶養できないであろうと考えられる児童の

全てを就労させる。  

 ②扶養する手段を欠き、かつ生計を得るための通常または日常の生業を欠く

既婚または未婚の人々の全てを就労させる。  

 ③貧民を就労させるために、適宜繊維、鉄などの原料を調達する。  

 ④貧困であって働けない障害者、労働無能者、老人、盲人、その他貧困であっ

て労働できない者に必要な救済を与える。  

 

 この救貧税の財源は、治安判事の承認を得て、貧民監督官が適当な額を、当

該教区の全ての住民、教区牧師、および土地・家屋・ 1 0 分の 1 税等の占有者に

課税し、彼らから徴収したものであった。そして、救済目的に照らして、当該教区

住民の税負担の能力が不十分であると治安判事が判断した場合、治安判事は、

その補助のために同一州内の他教区に課税することができた。  

 エリザベス救貧法は、国家単位の救貧行政であり、治安維持のために浮浪貧

民を抑制する性格のものであった。一方、エリザベス救貧法の問題点は、救済措

置あるいは就労措置の対象が不分明なことであった。そこで、その教区の税負担

において救済されなければならないのは誰かといった場合、救済対象者は、当

該 教区 に 「 合 法 的 に 定住 」 す る 者 、 言 い 換 え れ ば 、 そ の 教区 に 「 定 住 権

( s e t t l e m e nt ) 」を持つ者であるとされた。  

 

（２）定住権法  

 

 定住権法は 1 6 62 年に制定された。エリザベス救貧法では、救済のために課税

する場合、全国に約 1 50 0 0 ある教区を単位としていた。そして、貧困救済の費

用の調達を教区民に対して強制的に課税しなければならなくなったとき、貧民監

督官は、教区内に住む人たちの移住を防止するように努めた (樫原  1 97 8 ,  43 )。

なぜなら、他教区から流入する貧民を自教区の住民として無条件で認め救済の

対象とすることは、救貧財政を逼迫させると考えられたからである。これは、人々

が居住し救済を受けることのできる教区を確定するもの、すなわち、定住権を定

め、その教区に定住権を持っていない者を、定住権を持つ教区に送還させると
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いう法律であった。  

 定住権法では、勤勉な労働者が、失業や低賃金などの理由により他の教区に

移住した場合、その教区の定住権を獲得するには 4 0 日間の定住が必要である

とされた。しかし、その者が将来、要扶養者となり教区の負担となる恐れがある場

合、その区域の治安判事には、年家賃 1 0 ポンド以上の借家の住人でない限り、

以前に定住権を保有していた教区に 4 0 日以内に送還することができる権限が

与えられた。また、定住権は、基本的には親の出生地に与えられるが、それ以外

に定住権を付与する条件として、年家賃 1 0 ポンド以上の借家への定住、徒弟奉

公、1 年間の教区内での雇用、1 年間の教区の公務への従事などがあった (渡会  

19 9 9 ,  4 6 )。  

 この定住権法は、もとの教区に送還されることなく 4 0 日間定住した者がその教

区の定住権を取得するという原則を生み出すことになった。  

 この法律の成立後、17 2 2 年までの間に 6 つの法律が成立し、定住権の資格

制限は次第に厳格かつ複雑になっていった。例えば、 1 68 5 年法では、4 0 日間

の定住を証明する方法として、以下の方法が行われた。まず、定住を希望する貧

民は、定住しようとする教区委員または貧民監督官に対して、定住の場所および

家族数を記載した書類を提出する。次に、開始時期は、書類提出後の日曜日の

礼拝の直後に教会で読み上げて告示されたときから起算することとされた。  

 その後、定住権法は、その不便が認識されるようになってきたため、1 6 9 7 年法

で証明書制度が導入されることになった。これは、貧民が他教区へ移住しようと

する場合、その貧民が直前まで定住権を保有していた教区が証明書を発行し、

教区委員と貧民監督官がこれに署名し、さらに二人の治安判事が許可した証明

書を持参したときに、他教区はこれを受け入れる義務があるとしたものである。た

だし、この貧民が実際に他教区に定住した場合、この教区は、貧民に対し退去を

命じることができた。また、証明書を発行した教区は、この貧民の生活維持費と

退去の費用を支払う義務を負うと規定された (樫原  19 7 8 ,  4 3 - 44 )。  

しかし、貧民扶養の責任回避のために、教区当局者の不正拡大とそれに伴う

貧民の犠牲は、彼らの定住と移動の自由が制限されていた以上のものであった

といわれている 7。この定住条件が緩和されるのは 17 9 5 年のウィリアム・ヤング

法以降になってからである。  

                                                   
7  例えば、他教区の男性の子どもを不幸にも身ごもってしまった独身の女性の場合、その女性

は強制的に結婚をさせられ、男性の教区へと所属を強制的に変更させられることになった。これ

により、教区は母親と生まれてくる子どもへの責任から解放されたのである。また、結婚が不可

能な場合、女性は強制的に教区から追放された (小山  1 9 7 8 ,  4 1 )。  
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（３）ナッチブル法  

 

 ナッチブル法は 1 7 2 2 年に制定された。この法律は、ケント州の議員であるエ

ドワード・ナッチブル ( Ed w a r d  K na t c h bu l l ,  1 6 74 - 1 7 3 0 )によって提案され

たもので、別名、ワークハウス・テスト法とも呼ばれている。また、この法律の成立

背景には、新しいブルジョア的な貧民観が影響を与えているとされている。それ

は、ブルジョアジーの立場から提出された「貧民の利潤を生むような雇用」論の

展開と、それに結びついて実践されたワークハウス（労役場  w o r k ho us e ）設置

運動の広がりであった 8。「貧民の利潤を生むような雇用」論とは、貧民の労働力

を国民の利益として積極的に述べるものであり、怠惰な貧民を組織し、ワークハ

ウスにおいて有効に働かせることによって費用を回収しようとしたもので、ワーク

ハウスへの収容を救済の条件としていた。また、このワークハウスでは、生活・労

働条件を厳格にして、一時的な物乞いの減少や救貧税の軽減などといった救援

抑制効果を持っていた。すなわち、ワークハウス収容の義務化が意味することは、

貧民の自由を喪失することで、政府にとっては、救貧税廃止に向かうものであっ

たのである。  

 また、教区委員や貧民監督官には、教区集会での同意が得られれば、ワーク

ハウスを建設する権限を与えられていた。さらに、教区当局がワークハウス外救

済に値しないとみなした貧民の救済に対しては、ワークハウスへの収容を条件と

して行われるべきことが定められた。ワークハウスへの収容を拒否する者は、救

済登録簿から氏名を削除され、教区委員ならびに貧民監督官から救済を受ける

権利を剥奪されたのである (森下  2 0 01 ,  2 0 )。  

 しかし、このワークハウスは、あらゆる種類の貧民を無差別に収容していくなか

で、特に児童、老人、病人など労働によって賃金を得ることができない貧民を犠

牲にした。ワークハウスは、貧民にとって「恐怖の家」とされていた。ワークハウス

は、法律で請負が認められていたため、教区当局は、一人当たり一定料金でワ

ークハウスとの運営契約を結ぶことができた。そして、この貧民を請負に出す習

慣は 1 8 世紀の救貧法運営の特徴の一つとなっている。これによりワークハウス

では、冷酷な労働の搾取が行われ、まさに「恐怖の家」となっていたのである。ワ

ークハウスでは、細かく規則が定められ、これに違反した場合には、足かせ、減

食、外出禁止、そして場合によっては、虐待すら行われたのである。  

 これに対して人道主義者たちからも「第二の牢獄」や「悲惨の貯蔵所」といった

                                                   
8  ワークハウスとは、労働能力のある貧民を雇用して生産を行い、貧困児童の職業訓練を行い、

労働無能貧民を救済することを目的とした施設である。  
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厳しい批判が述べられ、ワークハウスは社会的批判の対象となっていった。この

ような貧民の状態を改善しようとしたのがギルバート法であった。  

 

（４）ギルバート法  

 

 ギルバート法は 1 7 8 2 年に制定された。この法律は、救貧法の修正と貧民状態

の改善に貢献してきた議員である トーマス ・ ギルバー ト ( T ho m as  G i l b e r t ,  

17 2 0 - 1 79 8 )によって提案されたもので、通称ギルバート法と呼ばれている 9。  

 ギルバート法は、ナッチブル法による救援抑制を原則とするワークハウスとワー

クハウスでの請負制度の弊害を批判し、エリザベス救貧法の純粋性を取り戻すこ

とによって貧民の人道主義的な処遇を目指すものであった。  

 この法律では、まず、請負制度の禁止を規定している。そして、この請負制度

の廃止は、エリザベス救貧法の下では禁止されてきた貧民のワークハウス外救済

へとつながっていくことになる。ギルバート法は、ワークハウスを労働無能貧民の

収容施設として明確に規定すると同時に、労働能力ある貧民に対して、失業者

には仕事がみつかるまで援助するなど、稼得不足分の補充などのワークハウス

外救済を認めた。そして、ギルバート法により認められたワークハウス外救済は、

その後の 1 79 5 年のスピーナムランド制度やウィリアム・ヤング法による全国的な

賃金補助制度へと移行していくものであった。ただし、ギルバート法は自由法で

あったため、強制力はなかった。  

また、ギルバート法は、その特徴の一つに、教区中心主義の打破がある。これ

は、より大規模に貧民問題を解決するために、教区が連合することを認めたもの

であり、この教区連合は、通称、ギルバート法連合と呼ばれた。そして、そのワー

クハウスは、ギルバート法連合労役場と呼ばれた。この連合型労役場は、その対

象を労働能力ある者に対してではなく、労働無能貧民に限定したものであった。

その理由としては、貧民の分類が可能なように運営の地域を拡大し、必要に応じ

たワークハウスを作って問題を解決するためであった。そのため、労働無能貧民

はワークハウスに送られるが、怠惰な者、自堕落な者は矯正院で強制的に重労

働させようとするものであった。  

 しかし、結果的に、ワークハウスを労働無能貧民の保護機関とするという目的

は達成されなかった。ギルバートの行ったこととして評価されるのは、教区による

労働能力ある貧民のワークハウス外救済と、労働者の低賃金を補足するというス

ピーナムランド制度のような賃金補助制度を法的に基礎づけた点である。ギルバ

                                                   
9  ギルバート法に関しては、主に樫原（ 1 9 7 8 ）を参照した。  
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ート法は、ワークハウス中心の公的援助の体制からの最初の離脱であり、以後の

ワークハウス外救済への転換を示すものであったのである。  

 

（５）スピーナムランド制度  

 

 1 7 93 年から 18 1 5 年にかけての対フランス戦争ならびに、産業革命がイギリス

社会に与えた影響は、深刻なものであった。戦争は生活費を上昇させ、小麦価

格は騰貴した。また、当時は、農業経営の合理化のため「囲い込み」運動が促進

され、農民を窮乏させていった。この時期の特徴としては、囲い込み、産業革命

による技術的失業、インフレーション、食糧暴動の発生、救済への要求の高まり、

救貧税の上昇などが挙げられる。さらに、フランス革命と戦争の影響によって、イ

ギリスの指導者たちは革命の発生を恐れるなど、この時期は「飢饉と革命の二重

の恐怖」の時代であり、さまざまな貧民対策が提案されたのは自然な流れであっ

た。そのような時代背景の下でスピーナムランド制度は誕生した (小山  1 9 7 8 ,  

95 )。  

 スピーナムランド制度は、1 79 5 年 5 月 6 日、バークシャー州の治安判事たち

がスピーナムランドとして知られる地区の中心地で会合を開き、貧民の援助、特

にパンの価格の急激な騰貴に対する対策について協議しあったことから始まる。

そして、このときパンによる賃金補助制度が採用されたのである。これは「スピー

ナムランドのパン率 ( S p e e n h am l a nd  Br e ad  S c a l e ) 」として知られている。そ

れは、パンの価格と受救者の家族数によって、その世帯の最低限必要な生活費

を算定し、実際の所得がこの額に達しない場合には、不足分を公的救済によっ

て補助しようとするものであった。そのため、スピーナムランド制度は、別名「賃金

補助手当 ( a l l o w a nc e s  i n  a i d  o f  w a ge s ) 」と呼ばれ、同年に制定されたウィリ

アム・ヤング法によって法的承認がなされた 1 0。また、ウィリアム・ヤング法では、

ナッチブル法で述べられていたワークハウスに関する条項を廃止している。すな

わち、ワークハウスにおける貧民の救済は、 「勤勉で貧しい者 ( i nd us t r i o us  

p o o r  p e r s o n ) 」に、さまざまな場合に適した一時的救済を妨げ、彼らに有害な

救済諸条件を課しており、不都合かつ抑圧的であるとして廃止している (大沢  

                                                   
1 0  ウィリアム・ヤング法は、議員であるウィリアム・ヤング ( Wi l l i a m  Yo u n g ,  1 7 4 9 - 1 8 1 5 )によ

り提案され、貧民救済に関して治安判事と貧民監督官に裁量権を与える法律であった。貧民救

済に関する治安判事と貧民監督官の権限については、以下のように定められた。貧民監督官は、

教区会の承諾および治安判事の書面による承諾を得て、勤勉で貧しい者にワークハウス外での

救済を与えることができる（第 1 条）。また治安判事は、その公正かつ適当な裁量によって、勤

勉で貧しい者にワークハウス外での救済を与えることを貧民監督官に命令することができるよう

になった（第 2 条）。  
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19 8 6 ,  3 8 - 39 )。  

 スピーナムランド制度は、低賃金の合理化と労働意欲の低下をもたらし、イギリ

スの農村を荒廃させ、人口過剰に導いたとして批判されている。具体的には、雇

用主が低賃金を支払っても救貧税から補助金が出るため、それは労働者のため

の賃金補助金ではなく、雇用主への補助金となってしまった。そして、労働者は、

所得が少ないほど、また、扶養家族が多いほど教区から補助金がもらえるため、

仕事をしなくなっていき、早婚奨励につながっていったのである。すなわち、低

賃金の合理化と労働意欲の減退のため、貧民の状態は、さらに窮乏する結果と

なっていった。  

 また、自由労働市場は、その創出の際にとられた囲い込みのような非人道的方

法にもかかわらず、労働者にとって、貨幣収入の面では恩恵を与えることが判明

していた 1 1。しかし、低賃金の合理化と労働意欲の減退をもたらしたスピーナムラ

ンド制度により、労働市場の創出は妨げられていた。この理由としては、労働者

への「被救済権」の付与が考えられる。  

 1 6 6 2 年の定住権法により、労働者の移動が制限され全国的な労働市場の形

成が妨げられていた。そして、ウィリアム・ヤング法により定住条件が緩和された

にもかかわらず、温情主義的なスピーナムランド制度による賃金補助手当のため

に全国的な労働市場の確立が不可能となってしまったのである。すなわち、賃金

補助手当は、労働者に「被救済権」を与えるものであり、競争的労働市場の確立

を妨げるものであった。「被救済権」が保障された労働者は、労働意欲が低下し、

結果的に窮乏していった。スピーナムランド制度は、賃金補助によって裏打ちさ

れた「被救済権」によって、建前としては救済されることになっていた人々を結局

のところ破滅させるという皮肉な結果をもたらしたのであった。そして、この「被救

済権」を廃止したのが新救貧法であり、新救貧法のような経済的自由主義に基

づいた法律は、温情主義の原理に敵対するものであった ( Po l a n y i  1 9 4 4 /訳

1 3 7 - 1 4 1 ) 1 2。  

 

                                                   
1 1  例えば、冨田 ( 2 0 0 9 ,  8 7 )によれば、囲い込みにより都市へと追い出された労働者たちは、

工場で働いてパンを稼ぐようになり、就業機会を求めて移動することによって、より快適な生活

水準が与えられるようになったとされている。  
1 2  貧民の救済に関する権利のことを、 P o l a n y i ( 1 9 4 4 )は「生存権 ( r i g h t  t o  l i v e ) 」 とした。

ま た 、 我 が 国におけ る救 貧法に関す る 先行研究 では 、 大沢 ( 1 9 8 6 ) を は じ め 、 「 被 救 済権

( r i g h t  t o  r e l i e f ) 」が一般的に用いられている。このときの、 P o l a n y i の「生存権」および、

「被救済権」は同意である。また、P o l a n y i ( 1 9 4 4 )は、「被救済権」を廃止したのが新救貧法で

あると述べているが、第 4 章で考察するように、シーニアは、「便宜」の点から政府の介入を認め

ていた。このように、シーニアは、完全に「被救済権」を否定したわけではないことに注意が必要

である。  
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第 2 節  救貧法改革に関する提案  

 

 本節では、スピーナムランド制度が誕生したのと同時期に提出されたが採用さ

れなかった救貧法改革案であるホイットブレッドとピットの改革案ならびに、スピ

ーナムランド制度を批判した 1 8 1 7 年下院救貧法委員会報告について考察する

1 3。これらの法律の精神は、新救貧法へと受継がれていくのである。  

 

（１）ホイットブレッドとピットの改革案  

 

 まず、ホイットブレッドの最低賃金法案について考察する。  

 1 7 95 年 1 2 月、サミュエル・ホイットブレッド（S a m u e l  W hi t b r e a d ,  1 7 2 0 -

17 9 6）は最低賃金法案を議会に提出した。  

 この法案は、治安判事が同意するならば、農業労働者の最低賃金および労働

時間を決定し、これを宣言する権利を、四季合同裁判所に与えるものであった。

そして、従来とは異なり、最高賃金ではなく最低賃金を決定する権限を認めよう

とした点で、エリザベス救貧法の復活と訂正を意図したものであった。当時、実

質賃金は低下していたので、労働者の貧困の救済を考える人々が、食糧品の価

格によって賃金を決定しようと考えるのも自然の成り行きであった。ホイットブレッ

ドも、ビールまたはサイダーをつけなくていいが「貨幣価値とその時の食糧品の

豊富または不足といった状況について、配慮がなされるべきことである」としてい

た ( We b b  19 2 7 ,  1 75 )。  

 しかし、この法案は、17 9 6 年 2 月の第二読会においてピットから批判を受け、

廃案になった。  

 次に、ピットの改革案について考察する。ピット（Wi l l i am  P i t t ,  17 5 9 - 1 80 6 ）

は、経済的自由主義の立場から、ホイットブレッドの案を自由競争原理に反する

として、政府による賃金への政策関与に反対した。また、ピットは、当時の貧民の

困難は認めたが、それは誇張されたものであるとして非難した。なぜなら、貧民

の困難は、いつの時代でも、慈善によって救済されているからである。さらに、ピ

ットは、労働の価格を規制する権限を治安判事に与えることは誤りであるとして、

他から影響されることのない当局によって確立されるべきであるとし、ホイットブレ

ッドの案を非難し、廃案にまで追い込んだ。  

 ピットは、1 7 96 年 11 月、自身の救貧法改革案を提出した。これは 1 3 0 条から

なる、従来の諸提案の総括的な内容のものであった。具体的には、失業している

                                                   
1 3  ホイットブレッドとピットの改革案ならびに、 1 8 1 7 年下院救貧法委員会報告については、主

に小山（ 1 9 7 8 ） 、樫原（ 1 9 7 8 ）を参照した。  
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労働能力のある貧民のための「勤労学校（S c ho o l  o f  I nd us t r y ） 」の設立、農

民のための家畜購入資金や営農資金の貸付、荒地の開墾の奨励が提案された。

そして、これらは、救済は可能な限り雇用というかたちで行われるべきだとする彼

の考えが反映されたものであった。また、ピットは、救済について、すべての貯蓄

がなくなって窮乏に陥ってしまう前に、できるだけ早い機会に貧民の救済を行う

べきであるとしている。さらに、改革案には、全ての教区またはそのグループは、

疾病、老齢についての社会保険の計画を、友愛組合によって実施することが盛り

込まれていた 1 4。  

 しかし、ピットの案は、正常な雇用にある労働者も、多子によって貧困となること

を認めたり、税金による賃金補助制度を立法化しようとするなど、一貫性に欠け

た提案を述べたりもしていた。これにより、このような提案は非難され、廃案に追

い込まれたのであった。  

 結局、ホイットブレッドの最低賃金法案も、これを批判したピットの救貧法改革

案も採用されることはなかった。これらは当時「目先の慈善活動」として議会で拒

否されたのである。しかし、ホイットブレッドやピットのような改革案は、世論を反

映したものであったのである。  

 

（２）1 8 17 年下院救貧法委員会報告書  

 

 1 8 1 7 年は、1 79 3 年から始まった対フランス戦争が終結し、不況と失業と救貧

税負担の急増に苦しんだ時期であった。このような事態に対して議会は、スター

ジェス・バーン（Wi l l i am  S t u r ge s  B o u r n e ,  1 7 69 - 1 8 45 ）を委員長とする救

貧法調査特別委員会を設置した。  

 この委員会の報告書の特徴は、貧民救済の廃止もしくは厳格な制限を主張す

る新しい思想の動きを表明したことである。委員会の報告では、公的な救済制度

は、人口増加を助長し、労働者の勤労意欲、節約心を弱め、貧困を軽減するの

ではなくかえって増加させ、その結果、救貧税の増加により国家破産の危険性を

もたらすことを指摘している。  

 また、委員会の基本法はエリザベス救貧法であるにもかかわらず、エリザベス

救貧法におけるすべての労働能力のある貧民に対する雇用を保障するという規

定の廃止、救貧税からの賃金補助制度（スピーナムランド制度）の廃止、労働能

力のある貧民の児童への援助の停止を主張していた。一方、委員会は、いつで

も雇用することのできる労働者の数について、賃金の支払いにあてられる基金に

                                                   
1 4  友愛組合とは、 1 7 世紀後半以降イギリスで結成された職人層共済組合のこと。  
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依存することを指摘するにとどまっていた。すなわち、この委員会では、具体的

対策を提示することはできなかったのである。この報告書では、教区農場や教区

友愛組合の奨励を主張したが、それらは目新しいものではなく、救貧法の弊害を

公にしたものにすぎなかった。  

 この委員会の業績は、1 8 3 4 年の新救貧法以前に賃金補助制度の弊害を正式

な報告書内で訴えたことであったが、それ以外の業績として挙げられているのは、

18 1 8 年の「教区集会法（T he  Pa r i s h  Ve s t r y  A c t ） 」と 1 8 19 年の「特別集会

法（T he  S e l e c t  A c t ）」の二つの法律が制定されたことである。前者は、教区手

続きの改善、記録の保存、教区集会での投票、多額納税者に対する投票数の加

算を規定した。一方、後者は、教区集会内部に特別集会を設けて、これに救貧

行政の権限を与え、治安判事の権限を強化し、さらに有給の貧民監督官の任命

を可能にした 1 5。また、この二つの法律は、地主による救貧行政への発言権を強

化し、救貧費の削減を図るために考慮されたものであった。しかし、その効果は

なかった。  

 

第 3 節  シーニアによる旧救貧法の評価  

 

 シーニアが旧救貧法について述べた著作に、 『救貧法改革 』 ( P o o r  L aw 

R e f o r m ,  1 84 1 b )がある。その中で、シーニアは旧救貧法を三つの期間に分け

ている。それによれば、一つ目の期間は、エドワード 3 世治世 ( 1 3 27 - 1 3 7 7 )の

中頃からエリザベス治世 ( 1 5 58 - 1 6 03 )の終わり頃、二つ目の期間は、エリザベ

スの死後から 1 8 世紀の中頃、三つ目は、1 8 世紀の中頃から、新救貧法が成立

した 1 83 4 年までの期間である ( S e n i o r  1 84 1 b ,  43 )。以下では、それぞれの

期間ごとの救貧法に対するシーニアの見解を考察する。  

 まず、シーニアは、一つ目の期間において、 1 3 8 8 年法をイギリスの救貧法の

起源であるとみなしている。この法律によって、労働無能貧民の存在が認められ

た ( S e n i o r  1 8 41 b ,  4 )。この法律以降、イギリスの救貧法が開始されたとしてい

る。そして、シーニアによれば、一つ目の期間の、すなわち、初期の貧困に関す

る法律の目的は、主に浮浪貧民の抑制であったととらえている。さらに、その期

間の救貧法は「主に農奴制を復活させるようなものであり、教区内に労働者を制

限するよう試みたものであった。そして、労働者は賃金を得るために、雇用主に

服従しなければならなかった」 ( S e n i o r  18 4 1b ,  43 )と述べている。  

                                                   
1 5  当時の貧民監督官が無給の素人であることは救貧行政の問題点の一つとして挙げることが

できる。無給であったことから、救済の条件として賄賂を受け取るなど、これが救貧行政を不安

定にすることの原因であった。  
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 次に、二つ目の期間の救貧法の目的は、労働無能貧民の救済であり、労働能

力のある貧民は、救貧法ではなく、浮浪抑制に関する法律の対策として考えられ

ていた。また、シーニアは、二つ目の期間において、定住権法を最も批判してい

た 1 6。定住権法に関するシーニアの見解は、受救貧民と労働者の居住制限は、

16 6 2 年に始まり、1 7 9 5 年で一応なくなったが、受救貧民に対する制限は 1 83 4

年以降も残っているとしている。シーニアは、この受救貧民に対する制限は、労

働者の勤勉・熟練、農業者の利潤、地主の地代にとって最も有害であるとしてい

た。すなわち、制限による害とは、受救貧民は救貧税によって養われるから怠惰

となり、農業者はその負担のため賃金基金（農業者にとっての利潤）が減少し、

地主もその負担のため、時に地代以上の支出を余儀なくされ土地耕作が放棄さ

れるというものである。  

 さらに、シーニアは、職業（h i r i ng  an d  s e r v i c e ）による居住制限を、労働市

場を狭め、同一の仕事に労働者が継続的に従事することを妨げ、労働者が雇用

主から遊離してしまうとして、特に反対した 1 7。すなわち、シーニアは、労働者へ

の温情主義的な「被救済権」を付与することに対して反対する立場であったので

ある。シーニアは、定住権法がなければ救貧手当や労働税に対するあらゆる問

題、混乱が存在しなかったとみていた ( B o w l e y  1 9 37 ,  3 01 - 3 0 5 )。よって、国

家による救貧（居住制限）の全廃が望ましいとしている 1 8。  

 一方、シーニアは、貧民の救済条件として、ワークハウス収容を義務づけたナ

ッチブル法に関しては、 「イギリス救貧法の土台となった」と高く評価している

( S e n i o r  18 4 1b ,  12 )。  

 三つ目の期間の特徴として、シーニアは、「労働者に対して、彼らの自由と矛

盾するような保障を与えたことであった」 ( S e n i o r  1 84 1 b ,  43 )と述べている。こ

れはワークハウス外救済のことを指している。ワークハウス外救済において、労働

者とその家族は、自宅において最低生活保障が与えられた。シーニアは、ワーク

ハウス外救済として、スピーナムランド制度を批判している。スピーナムランド制

度に代表される賃金補助制度は、雇用主には適正賃金を支払う動機を失わせ、

低賃金をもたらした。そのため労働者の勤労意欲や生活水準向上の意欲を減退

させ、生産性の低下、早婚奨励、人口過剰をもたらした。さらに、ワークハウス外

                                                   
1 6  シー ニ ア は 、 定住権法 を 「 救 貧 制度 の 中で 、 最 悪の濫用 の一つで あ る 」 と 述 べ て い る

( S e n i o r,  S e p t e m b e r  1 4 ,  1 8 3 2 ,  i n  L e v y  1 9 7 0 ,  2 4 7 - 2 5 4 )。  
1 7  シーニアによれば、定住権法は、労働能力者の移住を制限する最初の法律であり、これは
成功したと皮肉を込めて評価している。 ( S e n i o r  1 8 4 1 b ,  1 0 )  
1 8  B o w l e y ( 1 9 3 7 ,  3 0 3 )は、「シーニアは救貧を国家的仕事とみるには反対していた」と述べ

ているが、後述するように、国民の便益になるのであれば、国は積極的に介入すべきであるとシ

ーニアは考えていた。よって、「救貧を国家的仕事とみるには反対していた」ではなく、救貧法に

よる居住制限の全廃を望んでいたという方が適切である。  
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での労働者救済は、彼らを肉体的、道徳的に奴隷の地位に置くものであったとし

て特に批判している。  

 また、シーニアは、1 81 7 年の下院救貧法委員会報告書の中で述べられていた

救貧政策を行う動機についても批判している。報告書では、救貧政策を行う動機

について、「労働無能貧民、働いている労働能力者のための義務的救済対策の

信条は、疑いもなく、純粋な慈悲の動機である」と述べられていた。この記述はも

っともらしいとされているが、シーニアはこれに対して異議を唱えている。それに

よれば 、 シ ーニ ア は 、 「 イ ギ リ ス 救貧法は自己本位 （ s e l f i s h n e s s ） 、 無 知

（ i g no r a n c e ） 、そして高慢（ p r i d e ）を起源としている」と述べている ( S e n i o r  

18 4 1 b ,  2 )。そして、シーニアは、救貧税の起源が慈悲のような良い動機からき

ているといっているような者は、廃止された奴隷制を復活させるようなものだと批

判している。奴隷制の害悪は、道徳性や知識といった崇高な美徳を破壊するの

である。このように、シーニアは、旧救貧法を批判する際、とくに奴隷制の廃止

（封建制からの解放）を訴えていた 1 9。  

 さらに、シーニアは、ワークハウス内救済を廃止したウィリアム・ヤング法に対し

ても「ウィリアム・ヤング法は、勤勉な貧民をエリザベス救貧法から締め出すもの

であった」として批判している ( S e n i o r  18 4 1 b ,  1 5 )。  

 シーニアは、旧救貧法を評価する際、主に奴隷制の観点から評価していた。そ

して、この観点から定住権法やスピーナムランド制度などを批判していた。したが

って、救貧法改革を行う際にも、この観点から救貧法改革を実施していたのであ

る。  

 

 

 

  

                                                   
1 9  旧救貧法による奴隷制については第 2 章を参照されたい。  



20 

 

第 2 章  シーニアの経済学方法論と 1834 年報告書  

 

 1 9 世紀前半、経済学を科学の一分野として確立しようとする運動が盛んになっ

てきた。その一つが、経済学方法論に関する議論である。経済学方法論の中で

も、理論を導出する方法に関しては、主に演繹法と帰納法があった 2 0。そして、

1 9 世紀前半の経済学方法論においてその主導権を握っていたのは、演繹法で

あった。しかし、経済学方法論に関する体系的な著作は、18 20 年代頃まではな

く、それ以前は、書簡などでしか扱われてこなかった。そのような中で、経済学方

法論の形成に貢献した人物として、シーニアがいた 2 1。  

また、シーニアは、1 8 2 7 年に『経済学入門講義』を執筆することによって、イ

ギリスの主要な経済学者として、はじめて体系的な方法論を述べた人物であった。

さらに、経済理論の公理的基礎を明らかにする最初の試みを行った人物としても

知られている ( S c h um p e t e r  1 9 54 ,  57 5 /訳 3 6 8 )。シーニアは、経済学が依拠

している 4 つの基本命題を列挙した。それによれば、「①誰でも皆、できるだけ少

ない犠牲で追加的富を得ようとすること、②世界の人口、言い換えれば、世界に

居住する人数は、道徳的または肉体的害悪か、あるいは各階級の住民が各自の

習慣上要求する富の不足を懸念することによってのみ制限されること、③労働及

び富を生産するその他の道具の力は、それらの生産物を将来の生産の手段とし

て使うことによって、無限に増加されうること、④農業上の熟練を不変なものとす

れば、一定地域の土地に使用される追加労働は、一般により低い収穫率で生産

を行うこと、言い換えれば、投下労働が増加するごとに、総収穫は増加するが、

収穫の増加は労働の増加に比例しないこと」であった ( S e n i o r  1 8 36 ,  2 /訳 5 6 )。   

 さらに、シーニアの方法論は、H ut c h i s o n ( 20 0 0 )が「ウルトラ演繹主義」者シ

ーニアと評するように、自明で明確な少数の前提から推論するというものであっ

た 2 2。一方、序章で述べたように、経済学方法論に関する先行研究の中で、「科

学」と「アート」におけるシーニアの経済学方法論の独自性が指摘される。シーニ

アは、「経済学者が取り扱う主題は、幸福ではなく富である。その前提は、観察ま

たは意識の結果である少数の命題から構成される」 ( S e n i o r  1 8 36 ,  2 /訳 4 - 5 )

とし、そうした前提から理論を演繹する方法を支持する一方で、 1 8 3 4 年報告書

                                                   
2 0  例えば、K e y n e s ( 1 8 9 1 )が「アダム・ス ミスのなかに看取される帰納的傾向に関していえば、

その継承者はマルサスに見出される。これに対して、抽象的・演繹的傾向の継続と発展とにつ

いては、われわれはリカードウに目を向ける」 ( K e y n e s  1 8 9 1 ,  11 /訳 1 4 )と述べたように、演繹

法のリカードウ、帰納法のマルサスが有名である。  
2 1  また、佐々木 ( 2 0 0 1 ,  8 3 )によれば、経済学方法論の形成に大きく貢献した論者として、シー

ニアの他に J . S . ミルを挙げ、この両者の議論をふまえて古典派の経済学方法論を体系化した

のが、ケアンズであったとしている。  
2 2  ウルトラ演繹主義の詳細に関しては、H u t c h i s o n ( 2 0 0 0 )を参照されたい。  
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を執筆する際には、イギリス全土で救貧法の実態調査を行っていた。そして、そ

の調査で収集した事実を基に、 18 3 4 年報告書を作成していたのである。すなわ

ち、理論の導出過程として演繹法を主張している一方で、実際には、帰納法のよ

うなやり方を用いて報告書を執筆していたとされているのである。このようなシー

ニアの態度に対して、O ’ B r i e n ( 19 7 5 ,  71 )は、「事実、我々はシーニアが実際

に『した』ことを見るとき、我々は彼の著作が、実際のところ、まったく演繹的では

なかったということを知るのである。…なぜなら、シーニアは経済学の『科学』と

『アート』の間を強く区別したからである」。よって、「非演繹的原理がもっぱらみ

られる」アートの分野でこそ「シーニアは広範な仕事をした」と評価している 2 3。し

かし、O ’ Br i e n ( 1 97 5 )は、経済学方法論におけるシーニアの独自性を指摘し、

さらに、アートの分野におけるシーニアを評価しているものの、実際の政策にお

いてシーニアがどのような方法論に基づいて政策を行ったのかについての考察

はしていない。  

シーニアは、「科学」と「アート」を区別したが、一方で、「アート」の中における

「科学」の応用方法についても指摘していた。それによれば、「その実践的応用

は、…ほとんど無限に広く事実を収集し、理論の光に照らして、これを解釈する

必要がある」 ( S e n i o r  18 3 6 ,  4 /訳 8 )というものであった。  

そこで、本章では、シーニアの理論の応用に焦点を当てて、救貧法改革にお

いて集めた事実を、理論である「科学」の光に照らして解釈するという「アート」に

おける作業を、救貧法改革案である 1 8 3 4 年報告書の作成において、実際にど

のように遂行したのかを、シーニアの経済学方法論および救貧法に関する文献

を中心に、「目的」と「手段」の関係に注目して考察する 2 4。  

 

第 1 節  シーニアの科学とアート  

 

 シーニアが、経済学方法論について述べた著作として、 『経済学入門講義』

( A n  I n t r o d uc t o r y  Le c t ur e  o n  P o l i t i c a l  Ec o n o m y,  1 8 27 )、主著『経済

                                                   
2 3  同様に、高橋・濱田 ( 1 9 2 9 ,  9 7 )も、「 1 8 3 4 年救貧法改正に際しては、彼は驚くばかり多数

の事実を調査し、この事実に基づいてその仕事を為した。この彼は、『経済学の基本たる事実は

数語の裡に述べ得べし』といえる彼と別人の観がある。純理とその適用との間に於ける明確なる

区別を、我等はここに見出すものである」と述べており、シーニアの「科学」と 「アート 」における

方法論の違いを指摘している。  
2 4  新救貧法は、ベンサム主義者チャドウィックを介して、シーニアと同様に「劣等処遇の原則」

や「処遇の一律性」を唱えたベンサムの思想が反映した政策であったともみな されている。しか

し、本稿では、シーニアの経済学方法論と新救貧法との関係を考察対象としているため、シーニ

アがどの程度ベンサム主義者であったのか、また、チャドウィックを介したベンサムの影響などに

ついては考察の対象外とする。  
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科学要綱』 ( A n  O u t l i ne  o f  t he  S c i e n c e  o f  P o l i t i c a l  Ec o n o m y,  1 8 36 )、

そして、『経済学入門四講』 ( F o ur  I n t r o d uc t o r y  L e c t u r e s  o n  P o l i t i c a l  

Ec o no m y,  1 8 52 )がある。これらの著作の中で、科学とアートという用語が主に

使われるのは、『経済科学要綱』からであるが、その考えの基礎は『経済学入門

講義』の中ですでに述べられていた。  

 また、1 8 27 年から 1 83 6 年の間において、シーニアの経済学の考察範囲に変

化があった 2 5。『経済学入門講義』では、経済学を理論と実践に分けて考察して

いるが、『経済科学要綱』では、理論のみを経済学とし、実践であるアートは、経

済学の外の領域として扱っている。しかし、 1 85 2 年の『経済学入門四講』では、

再び、経済学におけるアートの存在を認めるようになった。 18 3 4 年報告書は、シ

ーニアの経済学の考察範囲が変化する過渡期に執筆されたものであったが、

佐々木 ( 2 0 01 ,  11 8 - 119 )が述べるように、『経済学入門四講』において、経済学

の理論的部門に直結す る も のだ けは 、 「 経済 のアー ト ( a r t  o f  Po l i t i c a l  

Ec o no m y ) 」として残されており、18 3 4 年報告書においても、経済学に関するも

のは「経済のアート」として残っていると考えられる 2 6。そこで、以下では、シーニ

アの「科学」と「アート」について考察する。  

 まず、『経済学入門講義』では、経済学の定義を行っている。それによれば、経

済学とは、「富とは何か、富はどのような要因によって生産されるのか、富はどの

ような法則にしたがって分配されるのか、そして可能な限り最大の富を各個人に

与えるように、生産を促進し分配を規制しうる制度や慣習とはどのようなものか、

ということを教える科学」 ( S e n i o r  1 8 27 ,  7 )である 2 7。また、経済学は、富に関

する科学であると定義する場合、シーニアは、これを理論的部門 ( t h e o r e t i c  

b r a nc h )と実践的部門 ( p r a c t i c a l  b r a n c h )とに分けて考察している。  

 

    富の性質、生産、および分配を説明する理論的部門は、ごく少数の一般

的命題に基づいており、それは観察あるいは意識の結果である。また、ほと

んど誰が聞いても、自分の思考にとって親しみ深いもの、または、少なくとも

                                                   
2 5  この変化について B o w l e y ( 1 9 3 7 ,  5 1 )は、アイルランド研究と救貧法委員会での経験が、

彼の方法論を変化させたのではないかと述べている。  
2 6  「経済のアート」とは、 「富の生産と蓄積に最も役立つ制度と習慣とを指摘するアート」のこと

である ( S e n i o r  1 8 5 2 ,  3 6 )。  
2 7  こ の と き の 富 と は 、 「 譲 渡 ( t r a n s f e r a b l e ) が で き 、 量 に 制 限 が あ り ( l i m i t e d  i n  

q u a n t i t y )、かつ直接間接に快楽を生み、もしくは苦痛を防ぐ一切のものを、そしてそれらのも

ののみを含ませる。換言すれば、交換（交換という言葉は、絶対的購買ならびに賃借を示すの

に用いる）のできるもの、さらに換言すれば、価値を有するもの」のことを指す ( S e n i o r  1 8 2 7 ,  

3 5 )。また、 1 8 2 7 年の著作では、富の性質に関して「量に制限があり ( l i m i t e d  i n  q u a n t i t y ) 」

であったが、 1 8 3 6 年の著作では「供給に制限があり ( l i m i t e d  i n  s u p p l y ) 」に変更されてい

る。  



23 

 

既得の知識中に包含されているものとして、すぐに認めるものである。  

    また、その結論は、前提と同じでほとんど一般的であり、富の性質と生産

に関する結論は、普遍的に真である。一方、富の分配に関する結論は、特

定の国の特定の制度、例えば、奴隷制・穀物法・救貧法などの制度によっ

て影響を受けがちであるが、概して、事物の自然状態は、一般的ルールとし

て定めることが可能であり、特定の攪乱原因によって生み出される例外は、

後で説明すればよいのである。 ( S e n i o r  1 8 2 7 ,  7 - 8 )  

 

一方、実践的部門に関して、シーニアは、以下のように主張している。  

 

    科学の実践的部門は、富に対して最も好ましい制度は何かを確定するこ

とをその課題とするが、それは、はるかに困難な研究である。実践的部門の

前提の多くは、たしかに、理論的部門の前提と同じ証拠に基づいている。な

ぜなら、実践的部門の前提の多くは、理論的部門の結論だからである。しか

し、実践的部門は、多数の、列挙するのが困難な現象からの帰納に依存す

る多くのもの、それらの真の系列が、しばしば外見上の系列とは大いに異な

っているものを、含んでいるのである。 ( S e n i o r  18 2 7 ,  8 )  

 

 実践的部門は、その目的として、富に対して最適な制度を考察する部門である

が、そこには、特定の気候や土壌、季節に関する諸事情、また、人々の情熱や食

欲などといったことも考慮しなければならない ( S e n i o r  1 8 2 7 ,  1 0 )。確かに、こ

れら現実の諸事情を列挙することは困難であり、また、実践的部門の結論は、こ

れら現実の諸事情を考慮しなければならないため、その結論は、不確実で不正

確なものとなってしまうのである。しかし、理論的部門の結論は真であるため、実

践的部門の結論が、理論的部門の結論に基づいているのであるならば、その結

論は、理論的部門と同等の確実性と普遍性を持つのである ( S e n i o r  1 82 7 ,  11 )。

後に、1 8 3 6 年の『経済科学要綱』では、理論的部門・実践的部門という考え方

ではなく、理論的部門のみが科学であり、実践的部門は、非経済的な事情をも

考慮しなければならないことから、「統治のアート ( a r t  o f  g o ve r n m e nt ) 」に含

まれるようになるのである。  

 

第 2 節  経済学者および政治家の役割  

 

 『経済科学要綱』によれば、これまでの著作家たちが、経済学と政治学とを混

同してきた理由は、経済学の範囲を限定することが困難であったからであった。
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そこで、シーニアは、経済学の考察対象を富に限定することで、より有益な研究

が行えるようになると主張している ( S e n i o r  1 83 6 ,  1 - 2 /訳 2 - 3 )。さらに、シーニ

アは、経済学者と政治家の役割についても明確に区別している。政治家が取り

扱う主題は福祉 ( w e l f a r e )であるのに対して、経済学者が取り扱う主題は富

( w e a l t h )である。富は人間の福祉を促進する要素の一部にすぎない。政治家

は、その役割として国民の福祉について考える必要がある一方で、経済学者は、

たとえ自身が国民の幸福について考えていた場合でさえ、そのようなことを述べ

る必要はない。経済学者の役割は、富に関する理論の叙述であり、この理論を政

策に採用するか否かを決定するのは、政治家の役割なのである ( S e n i o r  1 83 6 ,  

2 - 3 /訳 3 - 5 )。このようにシーニアは、経済学者と政治家の役割を明確にした。ま

た、経済学がこれまで科学とアートの混同を引き起こした原因として、シーニアは、

第一に、「公衆のなかに、好ましくない偏見が存在していること」、そして第二に、

「科学の目的および、これを達成する手段について、これらを経済学者が誤解す

ること」の二点を挙げている ( S e n i o r  1 8 36 ,  3 /訳 6 - 7 )。より具体的に言うと、第

一の原因によって混同が生じるのは、経済学者がその関心を富に限定し、幸福

や美徳を考慮することを軽視することに対して、公衆の中から批判が向けられる

からである。このような非難が存在するということは、経済学者の任務は、単に命

題を叙述するのではなく、実際の手段を推薦すべきであるといった意見の存在を

暗示している。例えば、戦術家がその関心を軍事に制限したとしても、これを批

判するものはいないし、また戦術家がそうすることにより、戦争を薦める者だと推

論する人はいない。一著者が、ある一定の行為が富を生産することを述べた後、

ただそのためにその行為を薦め、あるいは、ただそのためにその行為を追求する

べきであると想定するならば、その経済学者は、暗に幸福と富の所有は一致する

という不条理の罪を犯していることを認めるべきである。このような誤謬が生じる

のは、関心を富に制限せず、富と幸福とを混同することによって生じるのである。

第二の原因によって混同が生じるのは、多くの経済学者が事実の収集を過度に

重視し、目の前の事実から正確に推論する過程が、はるかに重要であるという事

を軽視して、彼らが経済学の目的をさらに広く考えるせいである。経済学は、事

実と実験の学、事実を渇望する学であると言い聞かされているが、その応用は、

他の科学の応用と同じく、ほとんど無限に広く事実を収集し、理論の光に照らし

てこれを解釈することを必要とする 2 8。例えば、救貧法改正の資料として収集し

た諸事実は、これまで経済学に関して書かれている一切の著作が占める紙数の

二倍以上の容積を満たすのに十分であるが、経済学の一般原理に基づく事実は、

                                                   
2 8  シーニアは、事実を収集し、その事実を“ e x a m i n a t i o n ”する必要があると述べている。こ

こでの“ e x a m i n a t i o n ”は、理論を用いて事実を解釈するという意味である。  



25 

 

ほんの数句、実際には数語で述べられるかもしれない。しかし、これらの事実か

ら推論すること、これらから正しい結論を導き出すことが非常に難しいことは、経

済学が長い研究過程を経て、なお今日のように、不完全な状態にあることからも

推察できる ( S e n i o r  1 83 6 ,  3 - 4 /訳 7 - 9 ) 2 9。  

シーニアにとって、経済学は、統治のアートの補助科学の一つであり、「目的」

を目指す統治のアートに対して、富に関する「手段」を提案することがその役割

であった。同様に、経済学者の役割は、人間の福祉を目指す政治家の「目的」に

対して、富に関する「手段」を提案することであった。また、経済学を政策に応用

するには、事実を収集し、その収集した事実を経済学の理論に照らして解釈しな

ければならない。こうすることにより、演繹によって導かれた経済学の理論の結論

は普遍的に真であるため、その理論の結論に基づいている政策の結論は、同様

に、確実性と普遍性を持つのである。救貧法改革に臨んで、シーニアは、政治家

の目的に対して、それを達成するための具体的な手段を提案したのである。  

 

第 3 節  18 32 年救貧法調査委員会の設置とその目的  

 

 1 8 3 2 年 2 月 1 日、オルソープ卿 ( Lo r d  A l t ho r p )は、下院において救貧法

調査委員会の設置及びその委員の任命を行った。オルソープ卿は、委員の任命

にあたり、「救貧法問題は重大であり、政府及び本院のどのメンバーも、この国の

救貧問題に適用されるべき総合施策の推進を拒むことができない段階に達して

いる。それぞれの教区ごとに、異なった方法がとられているので、政府は、その

影響を調査することが最も良い方法であり、このため調査委員を任命して、調査

すべきであるという意見である。この調査結果が、閣僚に明らかにされれば、閣

僚も、適当な方策を提言できるであろう」と述べて、救貧法調査委員会設置の方

針を明らかにした ( N i c ho l l s  19 6 7 ,  2 14 ;  伊部  19 7 9 ,  6 7 )。  

 委員会設置の理由として、救貧法問題への対策が述べられているが、なぜ救

貧法がこのとき問題となっていたのだろうか。 1 83 2 年以前にも救貧法に対する

批判は多々あった。しかし、今回、委員会設置の直接的原因として挙げられたの

は、1 83 0 年にイングランド南部および東部で起こった農民暴動（スウィング暴動）

                                                   
2 9  また、シーニアは、経済学の混乱が生じる原因として、用いる述語が抽象的・普遍的であるこ

とから生じると考えている。 「もし、経済学者が、経済学は観察よりも推論によることが多いという

事、そして、その主な困難は、その用語であって、その事実の確定ではないということに気づい

ていたならば、かならず経済学者の努力は、主として厳密な述語を選んで、これを矛盾なく使用

する事に向けられたであろうことは疑われない。しかし、事実は大いに異なり、そのために、述語

に厳重な注意を払うようになって、まだ間もない」 ( S e n i o r  1 8 3 6 ,  5 /訳 1 0 )とし、以降の章で

は、言葉の定義を重視している。  
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であった。暴動の原因として考えられたのは、ナポレオン戦争後の不況、および

18 2 0 年代以降の脱穀機の普及による農業労働者の失業であった。さらに、暴

動の原因には、農業労働者に対する低賃金問題、それら失業や低賃金に伴う救

貧税の増大、また、貧民の増加による都市や農村部での衛生状態の悪化に伴う

コレラの流行などもあった。そして、この暴動が起こった地域は、スピーナムラン

ド制度による賃金補助手当の普及率の高い地域であり、救貧法行政が混乱して

いた地域とみなされていた。そのため、暴動の原因の一つには救貧法の濫用が

ある、と考えられていた 3 0。したがって、当時の政府は、救貧法への対策を迫ら

れていたのである。  

 救貧法調査委員会では、7 名の中央委員が 2 6 名の補佐委員を全国に派遣し、

貧民救済に関する法律の実態を調査した。その調査は、いかなる変更・修正・改

善が有効であるか、それはどのようにして実行可能であるかを調べることを目的と

していた。そして、中央委員（主にシーニア）が、補佐委員から送られてくる報告

書に基づいて、 1 83 4 年報告書を作成した。また、委員は、党派関係なく選定さ

れた。7 名の中央委員は、議長ブロムフィールド（D r.  Ch ar l e s  J .  B l o m f i e l d、

ロンドン主教）、サムナー（D r.  J o hn  B .  S u m n e r、福音主義者、シーニアのイ

ートン校時代のチューター、チェスター主教、後にカンタベリー大司教）、スター

ジェス・バーン（W.  S t ur g e s  Bo ur n e、1 8 1 7 年救貧法特別委員会議長）、シ

ーニア（実質的なリーダー）、ヘンリー・ビジョップ（H e nr y  B i s ho p、シーニアの

友人、牧師）、コールソン（Wal t e r  C o u l s o n、経済学クラブ会員、ベンサマイト、

シーニアの友人、新聞『G l o be 』の編集者、ジャーナリスト ）、そして、ヘンリー・

ゴーラ（H e n r y  G aw l e r ）であった。また、2 6 名の補佐委員のうち 1 6 名が中央

委員により任命され、そのほとんど半分は、シーニアなど経済学者たちの個人的

な友人で構成されていた。その１人がチャドウ ィッ ク  ( E d w i n  C ha d w i c k 、  

                                                   
3 0  1 8 3 1 年に生じた農民暴動および同年後半に生じたコレラの流行がシーニアに与えた影響

は大きかった。この年、シーニアを除く彼の家族は、 1 8 3 1 年 1 0 月 1 0 日から、 1 8 3 2 年 1 月

2 3 日まで、ロンドンからブライ トン ( B r i g h t o n )へと避難せざるをえない状況であった ( L e v y  

1 9 7 0 ,  8 0 )。このような状況の下、 1 8 3 2 年 1 月上旬に、シーニアから首相グレイの息子である

ホーウィック卿へと書簡が送られた。この書簡では、救貧法の悪弊について述べられていた。こ

の書簡がホーウィック卿に与えた影響は大きく、救貧法改正法案が議会でまだ可決されていな

かったにもかかわらず、救貧法の濫用について即座に何かをすべきであると決意し、救貧法の

悪弊について協議を始めたとされる。また、シーニアの旧友であり、管理委員会の行政官である

ハイド・ビリヤーズから 1 月 1 9 日にホーウィック卿へ送られた書簡では、貧困問題についての

調査およびその害悪への対処を検討するための委員の任命に関する提案など、後の救貧法調

査委員会の内容について書かれていた 。 さ らに 、同時期 、ブルーハム地方の大法官 ( L o r d  

C h a n c e l l o r  B r o u g h a m )からも、委員を中央委員と補佐委員に分け、補佐委員に調査を行

わせ、そこで貧困に関する事実の収集を行うといった提案もなされていた。これらの書簡は、救

貧法改正法案を議会で可決し、改正を具体的に実行していくことを視野に入れて執筆されたも

のであった ( L e v y  1 9 7 0 ,  8 1 )。  
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18 0 0 - 1 89 0 ）であった 3 1。  

チャドウィックは、翌年の 18 3 3 年 4 月に、その熱心な働きが評価されて、シー

ニアの推薦により、正式な中央委員のメンバーに選ばれた 3 2。そして、1 8 34 年 2

月に、シーニアとチャドウィックの執筆により、 1 8 34 年報告書が出版され、この

報告書を基にして、1 8 34 年 8 月に、新救貧法が制定されたのである。  

 

第 4 節  シーニアの救貧法観  

 

シーニアは、1 8 32 年の救貧法調査委員会に委員として参加したが、この委員

会に参加する以前から、救貧法問題に関心を持っていた。シーニアは、1 82 5 年

からオックスフォード大学で経済学を教えていたが、救貧法問題は、経済学の点

からみても問題があった。  

 経済学が依拠している 4 つの基本命題のうちの基本命題 2 として人口原理に

関するものがあるが、救貧法による賃金補助手当は、この命題を阻害するもので

あ っ た 3 3 。 シ ー ニ ア は 、 『 人 口 に 関 す る 二 講 義 』 ( Tw o  L e c t u r e s  o n  

Po p u l a t i o n ,  1 82 9 )において、「ある特定の地域における人口は、道徳的ない

し肉体的害悪か、その地域住民の各階級に属する人々の習慣が要求する必需

品 ( n e c e s s ar i e s ) 、必要品 ( d e c e nc i e s )、奢侈品 ( l u x u r i e s )を獲得する手段

の不足の懸念か、そのどちらかによって抑制される」 ( S e n i o r  18 2 9 ,  2 )と主張し

ている 3 4。ここでいう人口の抑制とは、主に結婚の抑制のことを指している 3 5。そ

して、結婚の抑制の動機として重視されていたのは、必要品の不足の懸念であ

った。これは、結婚することにより独身時の社会的地位を失うかもしれないという

懸念や、自分が享受した教育の利益を自分の子供には与えることができないと

いう懸念により、自然と結婚の延期を考えるようになるというものである ( S e n i o r  

18 2 9 ,  26 - 2 7 )。また、人口抑制は、攪乱原因がなければ実現されると考えられ

ていたが、このときの攪乱原因の一つに救貧法があった ( S e n i o r  18 2 9 ,  7 5 )。

これは、救貧政策の一環である賃金補助手当によって、無思慮な結婚が促進さ

                                                   
3 1  委員の詳細については、 L e v y ( 1 9 7 0 ,  8 1 - 9 1 )を参照されたい。  
3 2  チャドウィックと同時にトレイル ( J a m e s  Tr a i l l )も正式な委員として選出された。  
3 3  ここでいう基本命題の阻害とは、基本命題は攪乱原因がないときに成り立つが、攪乱原因が

あると実現されないということ。  
3 4  必需品とは、習慣的な職業を経験するために不可欠な健康や体力を保つために必要なもの

である。必要品とは、社会的地位を維持するために必要なものである。そして、奢侈品とは、必

需品および必要品以外のものである。  
3 5  このような考え方は、マルサスの影響が大きかったと思われる。マルサスは、人口抑制原因

の 一 つ に 予 防 的 抑 制 を 挙 げ て い た 。 こ の 予 防 的 抑 制 と は 乱 交 及 び 結 婚 の 抑 制 で あ る

( M a l t h u s  1 7 9 8 ,  2 3 - 2 8 /訳 5 6 - 6 6 )。そして、シーニアは乱交が人口抑制に与える影響は小

さいとし、結婚の抑制が重要であると考えていた。  
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れ、人口の増加につながると考えられていたからである 3 6。  

 また、『賃金率に関する三講義』 ( T h r e e  L e c t ur e s  o n  t he  R at e  o f  Wa g e s ,  

18 3 1 )においても、シーニアは、人口抑制について主張している 3 7。シーニアに

とって、賃金に関する基本命題は、「賃金率は、維持されるべき労働者の数と比

較して、労働者を維持するための基金の大きさに依存する」 ( S e n i o r  18 3 1 ,  

i i i - i v )である。すなわち、賃金率と労働者の状態を改善するには、労働者を維

持する基金を増やすか、労働者の数を減らすかの、どちらか一方をしなければな

らないのである。労働者を維持するための基金を増大させる主な手段として、労

働の生産性を高めるという方法がある。この手段を実現するためには、第一に、

規制や保護を廃止し、全ての人間がもっとも有益であると考える方法で活動でき

るようにする。そして、第二に、南部諸州では、不幸なシステム（賃金補助制度に

よる低賃金）により、雇用者と労働者の間の関係が攪乱されているため、仕事の

やる気をなくしてしまう方法を解消していかなければならないのである ( S e n i o r  

18 3 1 ,  i v - v )。また、労働者の増加を抑制する方法として、シーニアは、労働者

の道徳性と知性を高めることで、抑制することができると考えていた ( S e n i o r  

18 3 1 ,  v )。当時、貧民の増大が問題となっていたが、このときシーニアは、ジェ

ームズ・ミルの『英国領インド史』 ( H i s t o r y  o f  Br i t i s h  I n d i a ,  18 17 )を引用し

ながら、人々が貧困になるのは、「文明社会の中でもっとも貧しい人々が、もっと

も節度の無い行いをした結果である」 ( S e n i o r  1 8 2 7 ,  15 )とし、道徳心の欠如が

貧困につながることを示唆していた。このときのシーニアの考える道徳心とは、主

に、勤勉・先見の明・慈愛心のことであった。しかし、これら道徳心は、賃金補助

手当により破壊されてきた。そのため、政府が政策を行う際、この勤勉・先見の

明・慈愛心を阻害しないようにすべきであると、シーニアは考えていた ( S e n i o r  

18 3 2 ,  1 0 - 1 2 )。  

以上より、シーニアは、委員に任命される以前から、貧民増大の原因を考えて

おり、貧民、とりわけ労働者の道徳心の向上が、その解決手段であると考えてい

たことがわかる。  

 

第 5 節  奴隷と自由労働者  

 

                                                   
3 6  賃金補助制度は、独身労働者よりも既婚労働者の方が扶養する家族分多く補助がもらえた

ため、より多くの補助をもらうために、結婚し、子供を増やすというように人口増加につながる動

機を与えるものと考えられていた ( S e n i o r  1 8 3 1 ,  v i )。  
3 7  『 賃金に関する三講義 』は 、その副題と して 、 「 現在の騒動の原因と対策 」 ( c a u s e s  a n d  

r e m e d i e s  o f  t h e  p r e s e n t  d i s t u r b a n c e ) とし、この騒動の原因に救貧法の濫用を挙げて

いる。  
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 『賃金率に関する三講義』では、賃金基金説の説明だけでなく、当時の雇用者

と労働者の関係についても説明をしていた。『賃金率に関する三講義』では、現

在目の当たりにしている労働者の苦境の主な原因として、特に、南部イングラン

ドで広くみられる、救貧法による雇用者と労働者間の惨事が挙げられている。そ

の理由を説明するために、シーニアは、奴隷と自由労働者の比較を行っている

( S e n i o r  1 8 31 ,  v - v i )。そこで、シーニアは、救貧法によって自由労働者が奴

隷のようになってしまっていることを述べる。シーニアによれば、奴隷とは以下の

ような状態の人のことである。  

 

 奴隷は、自身の所有者、仕事、あるいは居住を選択することができないし、

奴隷のすべてのサービスは別の人によって所有されるものである。また、こ

のサービスの価値がどんなに高くても、奴隷に追加的な報酬の要求は与え

られない。一方、奴隷に与えられるのは自分自身と家族に対して衣類、宿、

食糧、医療手当といった最低生活保障である。要するに、健康や体力を保

つために必要なすべてのものが奴隷に提供されているのである。同様の目

的で、公平無私に言えば、奴隷は主人の他の家畜と同じに養われているの

である。奴隷は労働を強制
・ ・

されているが、生存を維持するための権利
・ ・

を持っ

ているのである。過度な怠惰は奴隷に鞭打ちの刑を受けさせるかもしれない。

また、過度に勤勉な奴隷も自身の状態を良くすることはできない。奴隷は自

己抑制によって利益を得ることも、あるいは先見の明のなさによって傷つくこ

とも同様にありえない。独身の奴隷は最低限の生活保障を受け取る。もし家

族を持つならば、奴隷の生活費は自分の欲望に対する適正な割合だけ上

昇する。ここには人口に対する慎重な抑制は存在しない。・ ・ ・慣習や法律

によって導入されたさまざまな程度の緩和にもかかわらず、奴隷が存在する

ところはどこでも、これが事実上の奴隷たちの状態である。 ( S e n i o r  18 3 1、  

v i )  

 

 一方、自由労働者とは以下のような状態の人のことである。  

 

 自由労働者は、自身の活動と居住の主人である。自由労働者は、自分の

労働が無益になるとき、仕事場を離れたり、あるいは仕事を変えたりすること

を拒否するかもしれない。自由労働者は完全に労働を断るかもしれないの

で、彼らは自分のサービスに対して自分が適当であると考える報酬を要求

することができる。しかし、そのサービスを購入することを強制されている者

がいないように、また、食糧や衣類、あるいはすべての生活必需品を自由労
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働者に与えるよう義務づけられている者もいない。もし、自由労働者が生き

ようとするならば、職業に従事し、その場所に居住し、そして、自分のサービ

スの購買価値が上がるよう勤勉に努力することを強制される。また、自由労

働者は自分のサービスを売りに出すことを強制される。それと同様の必要性

により、資本家はこのサービスとの交換として、自由労働者に賃金を提供す

ることを強制される。そして、その取引は、あらゆる他の自由取引と同様に、

交換物の期待市場価値によって決められる。結婚は労働価値を増加させる

傾向を持つものではないので、自由労働者の報酬を増加させる傾向を持た

ない。したがって、自由労働者は、独身の間にできた富の貯蓄が、家族の支

出に満足できる資金を提供できるまで、結婚することを延期する。また、人

口は、道徳あるいは肉体的な福祉に適う抑制によって、すなわち慎重な抑

制によってのみ抑えられるのである。 ( S e n i o r  1 8 3 1、  v i i i - i x )  

 

 奴隷は、生存を保障されているため、勤勉や節倹といった道徳心によって、自

身の状態を改善する必要はない。一方、自由労働者は、自身の生存を保障され

ていないため、道徳心による自己努力を強制されているのである。しかし、南部

イングランドで行われているように、救貧法は、賃金補助制度により労働者を生

存が保障された自由労働者にしてしまった。すなわち、労働者は、強制からは自

由であるが、奴隷と同様、生存を保障されているのである。そして、自由労働者

は奴隷の地位に陥ってしまっており、この意味で、シーニアは旧救貧法、とりわ

け、賃金補助制度を伴う救貧法を奴隷制であるとして批判していたのである。ま

た、資本家と労働者の間の関係が自然な状態の下では、支払われるべき賃金の

額となされるべき労働の量とが自由な交渉によって決められ、それに基づいて賃

金が支払われていた。しかし、賃金補助制度により、労働者が、自身のサービス

の価値ではなく、自身の必要にしたがって賃金を支払われると、彼は、自由労働

者であることをやめるのである。労働者は、怠惰、先見の明のなさ、強欲、そして、

浪費癖を身につけるが、奴隷の従順さは身につけないのである ( S e n i o r  1 83 1 ,  

i x - x )。  

 奴隷と自由労働者に関する議論は、すでに、アダム・スミスの『国富論』の中で

も展開されており、それ自体はシーニア独自のものではなかった 3 8。シーニアの

                                                   
3 8  同様の議論は、アダム・ス ミスの『国富論』第五版第三篇第二章でも述べられている。それに

よれば、奴隷とは、大土地所有者の下で土地を任意的に借りている者のことであった。彼らは、

財産を取得することができず、彼らが取得したものは何であれ、全て主人にとって取得されたの

であり、主人は、自分の意のままに奴隷の財産を奴隷から取り上げることができたのである。奴

隷は、財産を取得できないため、できるだけたくさん食べ、できるだけ少なく労働すること以外に、

利害関心をもちえない。奴隷自身の生活資料を購買するのに足りるだけの量以上の仕事は、暴
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独自性は、自らが定式化した経済学の基本命題 1 と賃金補助制度とを前提とし

て、賃金補助制度の帰結を演繹してみせたことである。経済学の基本命題 1 は、

「誰でも皆、できるだけ少ない犠牲で追加的富を得ようとする」というものであり、

経済活動の場面での人間行為の特徴を述べている。人間がこのように振舞うなら

ば、かつ、賃金補助制度の下で働かなくても賃金が補助されるならば、労働者た

ちはできるだけ少ない犠牲で、すなわち働かずに、追加的富を得ようとする。す

なわち、賃金補助を得ようとするであろう。上述したように、奴隷は、自身の生存

が保障されているがゆえに怠惰である。一方、自由労働者は、生存が保障されて

いないため、勤勉に働かなければならない。しかし、賃金補助制度のような、労

働とその報酬が対応しない制度の下では、人間が自己の利益を合理的に追求す

る結果、怠惰になるのである。このように、シーニアは、奴隷と自由労働者の議論

を賃金補助制度の下で発生した現象の分析に適用したのである。シーニアは、

このような分析に基づいて、旧救貧法下の事実を解釈するとともに、新救貧法案

を構想したのである。  

 

第 6 節  18 34 年報告書および新救貧法の成立  

 

 1 8 3 2 年 2 月に救貧法調査委員会が設立された当時、救貧税の統計以外には、

地方の教区での救貧法の実施状況に関する資料は、何ら整備されていなかった。

そこで、委員会は、農村および都市の約 1 5 0 0 の教区を対象として、アンケート

調査を行うとともに、1 8 3 2 年 8 月から 1 2 月にかけて、2 6 名の補佐委員をイン

グランドおよびウェールズの約 30 00 の教区やタウンシップに派遣し、現地調査

を行った。そして、彼らの現地調査報告をふまえて、シーニアを中心に総括報告

がまとめられ、18 34 年 2 月に、18 3 4 年報告書が公表された。  

18 3 4 年報告書の前半部分（「分析」）の全体と後半部分（「対策」）の末尾を担

当したのがシーニアであり、残りの後半部分の第一部と第二部（救貧法の行政・

立法原則、行政機構）をチャドウィックが担当した。そして、トクヴィルに宛てた書

簡の中で、シーニアが、「その四分の三は私が自分で書いたものであり、それ以

外の部分にもすべて私が手を加えている 」 （ S e n i o r  t o  To c q ue v i l l e ,  1 8  

                                                   
力によってしか奴隷から搾り取ることができないのであって、奴隷自身の利害関心によってでは

ないのである。一方、自由労働者の例として、フランスで行われている分益借地農の名で知られ

る一種の農業家が挙げられている。彼らと奴隷との違いは、借地人は、自由労働者であるから、

財産を取得することができるし、また土地の生産物のある割合をもらうことができるので、自分の

分け前をできるだけ大きくするためには、生産物全体をできるだけ大きくする必要があった。こ

れに対して、自分の生活資料以外には何一つ取得できない奴隷は、土地がその生活資料以上

に生産するものをで きるだけ少な くするこ と に よ って 、自分の安楽をはかろ う とす るのである

( S m i t h  1 9 0 4 ,  4 9 3 - 4 9 5 /訳 1 9 7 - 2 0 2 )。  
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M ar c h  1 8 3 5 ;  We b b  1 92 9 ,  5 6 ）と主張しているように、この報告書は、最終的

にシーニアの見解に従って作成されたものであった 3 9。  

 この報告書の前半部分では、救貧法の歴史を踏まえて、既存の救貧法がどの

ように濫用 ( m a l ad m i n i s t r a t i o n )されているのか、また、その原因はなにかに

ついて、テーマごとに詳細な分析を行っている。特に、そこでは、「乱用 ( ab us e )

の大いなる源は、労働能力者 ( a b l e - b o d i e d )に対してワークハウス外救済を与

えることである」 ( 1 8 34 r e p o r t ,  8 2 )とあるように、農業資本家たちが、ワークハウ

ス外救済として、賃金補助制度、ラウンズマン制度などを利用して、労賃コストの

節約・転嫁をはかっている事情が述べられていた 4 0。シーニアは、『賃金率に関

する三講義』の中で「奴隷と自由労働者」に関して論じていたが、この報告書に

おいても同様に、賃金補助制度により労働者は奴隷になり下がり、雇用主はこの

制度を悪用することにより、労働市場の作用がゆがめられていると主張している。

そこでは、まず「奴隷と自由労働者」の理論について説明し、その後で、この理

論に照らし合わせて調査報告を行っていた ( 1 83 4 r e p o r t ,  1 3 2 - 13 8 )。  

 また、報告書では、救貧を施す人々についても述べている。救貧は、主に、貧

民監督官、教区委員会、治安判事によって行われていた。貧民監督官の役割は、

貧民に対して救済を認可し、貧民の救済に当てる基金を集め、それを貧民に分

配することであった。彼らは、 1 年任期の無給の素人であり、そのような行政担当

者に対して、職務への熟練や知識、熱意を期待するのは無理である。彼らは、農

業家、町の商店主や製造業者の中から選ばれていたため、職権濫用の利害を持

つ者であった 4 1。また、教区会は、救貧税納税者である土地・家屋の占有者たち、

すなわち、貧民監督官と同一階層の人々によって構成されていた。そして、彼ら

は貧民監督官と同様に、救貧行政当局として不適格かつ無責任であると述べて

いる。さらに治安判事については、彼らは貧民の生活とはかけ離れた地位にいる

ため、そのよ うな者に救済命令権を与えるのは不適切であると批判している

( 1 83 4 r e p o r t ,  18 0 - 24 1 )。そして、前半部の残りの部分では、定住権に対する

                                                   
3 9  We b b ( 1 9 2 9 ,  5 6 )によれば、委員は 9 名いたが、 1 8 3 4 年報告書は唯一 ( o n l y ) 2 名によっ

て書かれたとしている。そして、チャドウィックの貢献は認めているものの、「しかしチャドウィック

は優れた ( i m p r e s s i v e )著者ではなく、ナッソー・シーニア自身が執筆した、あるいは、巻の全

体を実質的に書き直した」と述べており、 1 8 3 4 年報告書におけるシーニアの影響力を示してい

る。また「対策」を主に執筆したのはチャドウィックであった。しかし、当時、チャドウィックは、一

行政官にすぎず、役職の違い等を考えると、もしシーニアの意に反する内容が書かれているの

であれば、それは採用されないと思われる。このことからも、報告内容は、シーニアの同意なくし

ては成り立たないものであると思われる。  
4 0  ラウンズマン制度とは、失業している農民を、毎月あるいは毎週、定期的に競売に出し、教

区内の農民に一定の低賃金で雇わせ、パンの価格や家族数に応じて賃金の不足分を教区基金

から支払う制度のこと。  
4 1  無給の貧民監督官が基金を管理することにより、横領や、貧民監督官の個人的な采配で正

しく配分されないといった濫用があった ( 1 8 3 4 r e p o r t ,  1 8 1 )。  
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批判や、非摘出子の扱いに対する批判が述べられていた。  

 一方、後半部分の「対策」については、「熟考された対策、ただし推薦ではない

( l e g i s l a t i ve  m e as u r e s  c o n s i d e r e d  bu t  n o t  r e c o m m e n d e d ) 」というタイ

トルの下、「目的」に対する「手段」が提案されている。上述したように、シーニア

が述べる経済学者の役割は、政治家の「目的」に対して「手段」を提案することで

あった。まず、これまでのエリザベス救貧法の規定の解釈変更が行われた。そこ

では、労働能力者を、就労措置ではなく、救済の対象として公認したことを批判

し、その後で、貧民の状態を、「困窮 ( i nd i g e n c e ) 」と 「貧困 ( p o v e r t y ) 」とに分

類し、救済対象者は困窮者のみとするべきであると主張している 4 2。  

 具体的 な 対策 と し て 特 に挙げ ら れ て い る の は 、 「 劣 等 処遇 の原則 ( t h e  

Pr i nc i p l e  o f  L e s s  E l i g i b i l i t y ) 」 と 「 処遇の一律性 ( t he  Pr i nc i p l e  o f  

N a t i o na l  U n i f o r m i t y ) 」である。まず「劣等処遇の原則」であるが、これは、

受救貧民の処遇は独立労働者の指定生活水準よりも低い水準で行うという原則

である。具体的には、これまでのワークハウス外救済を禁止し、労働能力者ない

しその家族に対する救済を「よく管理されたワークハウス」内のみに限定する、と

いう措置をとるものであった ( 1 8 3 4r e p o r t ,  33 8 )。これにより、労働者の公的救

済への依存を抑制することを提案した。一方、「処遇の一律性」であるが、これは、

受救貧民の地理的移動や不満を防ぎ、中央集権的なシステムとして管理するた

めに、これまでの地方当局の裁量権限を排して全国的な一律性を確保すること

が必要であるというものであった。そして、以上のような行政原則を実現するため

に必要な機関として 、独立 ・常任の 「中央統制委員会 ( C e nt r a l  Bo ar d  o f  

C o n t r o l ) 」が提案された。これは、教区ごとにばらばらであった受救貧民の処遇

の一律性を確保するために設置されたものであり、この中央統制委員会による救

貧法行政の統一は、処遇の一律性と一体となるものであった。なぜなら、全国的

に統一した原則がなければ、貧民の処遇は、地域によって異ならざるをえないか

らである。よって、救貧行政の合理化のためには、中央統制委員会による行政の

全国的統一が、必要なのである ( 1 83 4r e p o r t ,  41 5 - 4 71 )。  

新救貧法は、18 3 4 年 8 月、国王ウィリアム 4 世によって裁可され、正式に成

立した。新救貧法の成立を受けて、全国の救貧行政を指揮・監督する中央の行

政当局として救貧法委員会が新たに設置された。そして、この救貧法委員会の

下に地方当局である保護委員会が設置され、それを指揮・監督する権限が救貧

                                                   
4 2  困窮と貧困の定義としては、「困窮、すなわち労働することができず、あるいは労働の報酬と

して最低生活保障を得ることができない人の状態」とし、一方、「貧困、すなわち、ほんの少しの

最低生活保障を得 るた めに 、労働に頼 らなければな らない人の状態 」 で あ る と 述べている

( 1 8 3 4 r e p o r t ,  3 3 4 )。  



34 

 

法委員会に与えられた。地方当局も、教区連合ごとに設置される保護委員会に

再編成され、保護委員会によって貧民救済が行われるようになった。これにより、

旧救貧法の下で、貧民救済に関して中心的な役割を担っていた治安判事や貧

民監督官が保護委員会の外で救済することは、原則禁止となったのである。また、

新救貧法以前に広く行われていた貨幣による貧民救済が制限され、労働能力あ

る成人男子に対する低賃金の補助としての救済は禁止された。さらに、ワークハ

ウス内での貧民救済に関しては、貧民救済を受ける者には厳しい規律と労働が

課せられ、最下層の独立労働者よりも劣悪に取り扱われるべきであるとされたの

である。  

 このように、新救貧法は、劣等処遇の原則や処遇の一律性などを提案した

18 3 4 年報告書に基づいて作成された法律であった 4 3。  

 

第 7 節  アートにおける推論過程  

  

 上記のように、1 8 34 年報告書では、前半部で分析を行い、後半部で主に対策

を提言していた。シーニアにとって、経済学を事実の分析に応用する方法とは、

事実を収集し、その収集した事実を経済学の理論に照らして解釈するというもの

であった。また、事実の分析を政策に生かす方法とは、与えられた目的に対する

手段を提案することであった。  

 第 1 節で述べたように、シーニアは経済学を「理論（科学）」と「実践（アート）」

に分類した。そして、1 83 4 年報告書のうち、経済学に関するものは「経済のアー

ト」であると考えられることから、本節では、例として、分析部での「奴隷と自由労

働者」および対策部での「劣等処遇の原則」を取り上げて、 18 3 4 年報告書で行

われているアートの推論過程を考察する 4 4。  

 1 8 34 年 8 月に新救貧法が制定された際、シーニアは新救貧法の概要を発行

                                                   
4 3  シーニアは、 1 8 3 3 年 1 月にブルーハム地方の大法官への書簡の中で、三人の中央監督官

が 2 0 0 人の有給の監督官を任命・統括し、後者がそれぞれ平均して 7 0 の教区からなる地域を

管轄するという救貧法改革案を持っていたが、この案は、委員会の他のメンバーから、費用がか

かりすぎる等の理由で却下されてしまった ( L e v y  1 9 7 0 ,  2 5 5 - 2 6 2 )。さらに、ワークハウス建設

に関しても、地方の同意がなくても、中央委員会の権限でワークハウスを建設することができると

いう案も却下されてしまった ( B r u n d a g e  1 9 8 8 /訳  4 6 )。新救貧法は、処遇の一律性として中

央委員会の権力を以前よりも強くしたものであったが、シーニアは更なる中央集権化を目指して

いたのである。  
4 4  上述したように、 「劣等処遇の原則」はベンサマイトであるチャドウィックによって提言された

ものであったが、シーニア自身も後の著作 ( S e n i o r  1 8 4 1 a )において「劣等処遇の原則」に対

して同意を述べており、シーニアも 1 8 3 4 年報告書において、この対策に賛同していた。また、

シーニア自身は、 1 8 3 4 年報告書を「目的」、「手段」、「結論」に分けて考察を行っていないが、

アートと理論の相互関係をより理解しやすくするために、ここでは、「目的」、 「手段」、 「結論」に

分けて考察する。  
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した。そして、その概要の冒頭において新救貧法の目的として、「労働者階級の

道徳性を引き上げること」 ( S e n i o r  1 8 3 4 ,  1 )を挙げている。  

 そこで、1 8 3 4 年報告書に即して、この目的に対するアートの推論過程を述べ

るならば、以下のように整理することができる。  

 

 道徳心を高めるべきである。（目的）  

 劣等処遇の原則を行うことは、道徳心を向上させる手段である。（手段）  

 ゆえに、劣等処遇の原則を行うべきである。（結論）  

 

 1 8 3 4 年報告書の対策部は、前半の分析部で挙げられていた諸害悪（救貧法

の濫用）を改善するためのものであるが、その中で最初にして最も重要な対策が

「劣等処遇の原則」であった ( 1 8 34 r e p o r t ,  33 5 - 3 38 )。シーニアは、1 8 3 4 年

報告書の分析部において、労働者について説明する際、「奴隷と自由労働者」

の理論を用いて現状を分析したことから、この手段の根拠として、「奴隷と自由労

働者」の理論が考えられる ( 18 3 4r e p o r t ,  1 32 - 1 3 8 )。そして、この劣等処遇の

原則を行うことで達成される結果は、「（劣等処遇の原則の）結果は、委員会によ

って集められた証拠によって確認されるであろう」 ( 1 83 4 r e p o r t ,  33 6 )と述べら

れており、第 1 節で考察したように、アートの結論が科学の結論に基づいている

のであれば、そのアートの結論は科学の結論と同等の確実性と普遍性を持つと

シーニアは考えていた。  

 したがって、劣等処遇の原則を行うことで、新救貧法の目的である、労働者階

級の道徳性を引き上げることができる。ではなぜ、劣等処遇の原則は道徳心の

向上を促すのか。われわれは、次の二つの章でこの問題を考察することにする。  

 

第 8 節  小括  

 

 本章は、救貧法改革案である 18 3 4 年報告書を取り上げて、実際の政策にお

いて、理論の応用がどのように行われていたのかを明らかにしたものである。  

 シーニアの経済学方法論は、H u t c h i s o n ( 20 0 0 )が「ウルトラ演繹主義」と評

するように、事実を収集して記述することではなく、少数の前提から演繹によって

結論を導出することが重要であると主張するものであった。しかし、このように評

される一方で、 18 3 4 年報告書を作成する際には、イギリス全土で調査を行うな

ど、シーニアの科学とアートにおける独自性が指摘されていた。そして、シーニア

は、その調査を救貧法改革に生かす際に、「奴隷と自由労働者」の理論に照らし
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て事実を解釈していた。  

 また、18 3 4 年報告書は、科学とアートの関係という点においても、シーニアの

方法論に即して作成されたものであった。シーニアは、経済学者の役割とは、政

治家の「目的」に対して「手段」を提案することであると考えていた。救貧法改革

においては、「道徳心を高める」という目的に対して「劣等処遇の原則を行うこと

は貧困者を減らす手段である」という提案を行った。シーニアは、この点において

も、自身の経済学方法論に基づいて活動していたのである。  
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第 3 章  貧民のワークハウス収容に関するシーニアの見解について  

 

イギリスでは 1 94 8 年に国民扶助法が成立するまで、 16 0 1 年に制定されたエ

リザベス救貧法を基礎とする救貧法が貧困救済のための法律として長らく支持さ

れてきた。救貧法は成立以降、誰を救済対象者とするか、また、彼らをどのように

救済するかといった点で度々議論され、修正されてきた。このとき修正の対象と

して挙げられたものの中に、ワークハウスがあった。これは、貧民を救済する条件

として、ワークハウス収容を彼らに義務付けるか、または、ワークハウス外救済を

認めるかなどについて、法律ごとに修正していったのである。例えば、 17 2 2 年の

ナッチブル法では、ワークハウス収容が義務付けられることになったが、この法

律は人道主義に反するとして 17 82 年のギルバート法では、ワークハウス外救済

を認めるよう条件が緩和されるようになっていった。さらに、 1 79 5 年のスピーナ

ムランド制度では、ワークハウス外の貧民に対して賃金補助手当を支給するよう

になり、ワークハウス外救済が普及していくことになる。しかし、このようなワーク

ハウス外救済は、基準額に賃金が満たない場合、働かなくても賃金が支給される

ため、労働者の働く動機を弱めるとして批判された。そこで、 1 83 4 年の新救貧

法では、ワークハウス外救済を原則禁止し、救済の条件としてワークハウス収容

を再度義務付けることになった。  

ワ ー ク ハ ウ ス の 歴 史 や 、 ワ ー ク ハ ウ ス 内 の 実 態 に つ い て は

H i g g i n bo t h am ( 2 0 1 2 )や矢野 ( 2 00 8 )など、すでに多くの研究がある。しかし、

これらの研究では、ワークハウスの変遷や救済対象者の変遷、旧救貧法から新

救貧法への転換などに関して明らかにしているものの、実際の救貧法立案者で

あるシーニアがワークハウスをどのように捉えていたかについてはほとんど言及さ

れていない。  

そこで、本章では、シーニアのワークハウスに関する見解を考察する。そして、

なぜシーニアは、新救貧法においてワークハウス収容を支持したのかを、これま

での救貧法に対するシーニアの評価を検討し、さらに、ワークハウス外救済支持

者の提案に対するシーニアの反論を基に考察する。  

 

第 1 節  エリザベス救貧法の原則 4 5  

 

16 0 1 年に制定されたエリザベス救貧法では、貧民を主に、①老人や不具者、

盲人といった無能貧民 ( i m p o t e nt  p o o r )、②労働能力のある有能貧民 ( a b l e -

                                                   
4 5  第 1 章でも、エリザベス救貧法をはじめとする旧救貧法について説明したが、本章では、ワ

ークハウスに関連するものとして旧救貧法を整理し直した。  
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bo d i e d )、③両親が扶養しえない児童の 3 つに分類した。そして、①の無能貧

民のみを救済対象とし、住居を提供した。そして、②には就労を斡旋し、就労し

やすくするために亜麻や大麻、羊毛、糸、鉄などの原材料が提供された。③は徒

弟に出すことができた。また、②は自宅もしくは定められた作業場所 ( w o r k s h o p  

ar e a )で労働するように強制されていたが、これを拒否する者、すなわち、働く意

欲のない貧民は、浮浪者や治安を乱す人物であると見なされ、監獄の前身とな

る懲治監 ( H o us e  o f  C o r r e c t i o n )に収容し、むち打ちといった懲罰や強制労

働を課すように定められた。  

エリザベス救貧法は、労働意欲のない貧民に対しては抑圧的であるが、それ

以外の貧民に対しては、救貧抑圧を目的としたものではなく、人道主義の点から

発展した政策であった。そのため、その法律の性格上、受救貧民に対する冷酷

さはなかった。  

 

第 2 節  ワークハウス収容の変遷  

 

H i g g i n bo t h am ( 2 0 1 2 ,  29 6 - 2 97 )によれば、1 7 世紀には、多くの町で作業

場 ( w o r k s h o p )が設立されてきたが、大部分は非居住型であり、それらは貧民

及び児童のための職業訓練の場所として提供されていた 4 6。エリザベス救貧法

では、救済措置あるいは就労措置の対象が不分明であったため、これを明確に

定める必要があった。そこで、 1 66 2 年に定住権法が制定されたが、この法によ

り、当該教区に「定住権 ( s e t t l e m e n t ) 」を持つ者のみを救済することが定めら

れた。これまでは、教区間の移動が自由であったため、賃金などの条件の良い

教区には他教区からの貧民の流入があった。そのため、教区によっては、救貧

財政が逼迫する可能性があった。しかし、定住権法によって貧民の移動が制限

されたため、各教区は浮浪者や、労働意欲のない貧民を管理するための施設と

してのワークハウスの設立が必要となっていったのである。  

また、このころは貧民をいかに最適に雇用するかが課題としてあった。 1 6 7 0

年代頃には、貧民の労働が国富につながるとの考えの下、東インド会社総裁の

ジョサイア・チャイルド ( Jo s i a h  C h i l d ,  1 6 3 0 - 16 9 9 )が貧民雇用のために、ロ

ンドンで「貧民の父 ( t h e  f a t he r  o f  t he  p o o r )」という法人を設立した 4 7。さら

                                                   
4 6  「ワークハウス ( w o r k h o u s e ) 」という用語が文献に現れ始めたのは 1 6 2 0 年代頃とされてい

る ( H i g g i n b o t h a m  2 0 1 2 ,  2 9 7 )。ワークハウスとは、働くことができない貧民を収容する施設

であり、大抵、管理官 ( m a s t e r や m a t r o n )がおり、規則正しい食事が提供され、また、収容者

は い く つ か の 規 則 に 従 わ な け れ ば な ら な か っ た ( R e p o r t  o f  P o o r  L a w  I n q u i r y  

C o m m i s s i o n e r s 、  A p p e n d i x  A、  Vi l l i e r s ’  R e p o r t ,  1 ;  We b b  1 9 2 7 ,  2 1 5 所収 )。   
4 7  チャイルドの「貧民の父」に関しては、小山 ( 1 9 7 8 ,  4 6 - 4 7 )を参照されたい。  
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に、1 6 7 6 年に、博愛主義者であるトマス・ファーミン ( Th o m as  F i r m i n ,  1 63 2 -

9 7 )がスミスフィールド近くのリトル・ブリテンに設立したワークハウスでは、 1 70 0

人以上の紡績業に関わる職人が雇用されていた。この当時のワークハウスは依

然として、貧民の収容を目的としたものではなく、職業斡旋機関としての役割を

果たしていた。そして、職業を斡旋することにより、ワークハウスは次第に経済的

利益を生み出す場へと認識が変化していったのである。 1 69 6 年には地方特別

法としてブリストル救貧法が成立した 4 8。これにより、ブリストルでは、貧民の雇用

と扶養のためのワークハウスが設立された。このワークハウスは、老人のための宿

泊施設や児童のためのトレーニング施設として機能しており、児童を紡績業とい

った製造業に働かせに行くことが可能であった。しかし、ブリストルのワークハウ

スは主に、貧民の救済を目的として設立されたものであったため、ワークハウス

外救済と比べ、費用が高くついた。そこで、救貧支出を抑えるためにも、救済抑

制を目的としたワークハウス運営が必要となった。  

このような時代背景の下で誕生したのがナッチブル法である。 1 7 2 2 年に成立

したナッチブル法は、これまでの人道主義的な貧民救済とは異なり、救済抑制を

主とした法律である。この法では、救済の可否を判断する治安判事や貧民監督

官が、ワークハウス外救済に値しないとみなした貧民に対して、ワークハウス収容

を救済の条件として課したのである 4 9。そして、この法律は、生活規則や労働条

件を厳格にし、ワークハウスへ収容されることにより自由が喪失されるという恐怖

によって、救貧が抑制されることを意図していた。さらに、ワークハウスでの請負

制度を認めていたため、より冷酷な労働の搾取がそこでは行われていたことも、

有能貧民が申請を控える要因となっていた。ナッチブル法は、あまりにも非人道

的であったため、貧民からは「恐怖の家」として恐れられていた。そして、社会的

にも批判の対象となり、次第に条件が緩和され、ワークハウス外救済拡大へと向

かうようになっていったのである。  

 

第 3 節  ワークハウス外救済の拡大  

 

ナッチブル法による非人道主義的な救貧抑制を原則とするワークハウスおよ

びその請負制度の弊害を批判し、貧民の人道主義的な処遇を目指すものとして、

17 8 2 年にギルバート法が成立した。ギルバート法では、ワークハウスは無能貧

民を保護する施設であるとされ、ワークハウス内での請負制度が禁止されたこと

                                                   
4 8  ブリストル救貧法に関しては、 F i s s e l l ( 1 9 9 1 )、井上 ( 2 0 0 6 )を参照されたい。  
4 9  また、ワークハウス収容を拒否する貧民は、救済登録簿から氏名を削除され、教区委員なら

びに貧民監督官から救済を受ける資格を失うと定められた (小山  1 9 7 8 ,  5 7 )。  
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によって、勤勉な有能貧民に対しては、教区内での就労の斡旋や、賃金補助が

認められた。これにより、ワークハウス外救済が拡大していった。そして、 17 9 5

年に成立したスピーナムランド制度で実施された賃金補助制度によって、ワーク

ハウス外救済の弊害が明らかとなるのである。  

スピーナムランド制度は、パン価格高騰への対策として始まった。その特徴は、

パンの価格と受救者の家族数によって、その世帯の最低限必要な生活費を算定

し、実際の所得がこの額に達しない場合には不足分を公的救済によって補助し

ようとするものであった。この法律は、同年に制定されたウィリアム・ヤング法によ

って法的承認がなされた。さらに、ウィリアム・ヤング法では、ナッチブル法で述

べられていたワークハウスに関する条項を廃止している（大沢  1 98 6 ,  3 8）。すな

わち、ワークハウス内で勤勉な有能貧民を救済することは、彼らに有害な救済諸

条件が課され、不都合かつ抑圧的であることから、彼らのワークハウス内救済を

否定し、ワークハウス外救済を奨励する性格のものでもあった。そして、これらの

法律は、ワークハウス外救済が正当化されることにより、低賃金の合理化と労働

者の労働意欲の低下をもたらし、イギリスの農村を荒廃させ、人口過剰に導いた

として批判されることになる。  

 

第 4 節  旧救貧法下での貧民救済に対するシーニアの評価  

 

シーニアは、救貧法を評価する基準として、奴隷と自由労働者の例を用いて

いた 5 0。シーニアによれば、奴隷は、自身の労働に対する報酬を得ることはでき

ないが、代わりに主人によって健康や体力を保つために必要な衣食住や医療手

当を保障されている。そして、彼らは生存を保障されているため、勤勉や先見の

明といった道徳心によって自身の状態を改善する必要がない。また、もしその奴

隷に家族がいる場合、奴隷の維持費は家族数に比例して増大するのである。こ

のような状態にある人々をシーニアは奴隷としている ( S e n i o r  18 3 1 ,  v i )。一方、

自由労働者とは、自身の生存が保障されていないため、自身の労働を売ることに

より報酬を得なければならず、道徳心による自己努力を強制されている人々のこ

とである ( S e n i o r  1 8 3 1 ,  v i i i - i x )。以下では、シーニアの各救貧法に対する評

価について検討する。  

シーニアは、エリザベス救貧法を、救済対象者を無能貧民に限定し、有能貧

民を対象外にしていたとして、高く評価している ( S e n i o r  18 4 1 a ,  7 )。すなわち、

エリザベス救貧法では、勤勉な有能貧民を救済対象とすることなく、無能貧民の

                                                   
5 0  奴隷と自由労働者に関しては、第 2 章第 5 節を参照されたい。  
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みを救済対象者とすることにより、自由労働者を奴隷の地位にまで引き落とすこ

とはなかったのである 5 1。  

シーニアは、自由労働者である有能貧民を奴隷の地位に引き落とす救貧政策

として、ワークハウス外救済に反対した。さらに、スピーナムランド制度に代表さ

れる賃金補助制度は、ワークハウス外の有能貧民に賃金を補助することにより、

彼らの働く意欲を喪失させるなど、自由労働者を奴隷の地位に陥らせる。しかし、

奴隷は労働を強制されているのに対して、自由労働者は労働が強制されていな

いため、これらの制度は、彼らを生存の保障された自由労働者にしてしまった

( S e n i o r  1 8 3 1 ,  i x )。また、ウィリアム・ヤング法に対しても、エリザベス救貧法で

は救済対象外であった有能貧民に対して救済を認めたという点で、批判を加え

ている ( S e n i o r  18 4 1 b ,  1 5 )。  

一方、シーニアは、ワークハウス内救済には賛成していた。例えば、ナッチブ

ル法については、救貧税を抑制するなど一時的に成功したことを認め、本当に

成功した唯一の救貧法であると高く評価している ( S e n i o r  1 8 41 b ,  1 2 ) 5 2。ナッ

チブル法は、ワークハウス内の貧民の処遇を無慈悲なものにすることにより、勤

勉な有能貧民が救済を望まないような動機を与えるものであった。すなわち、ナ

ッチブル法とは、自由労働者が奴隷の地位に陥らないように防止する法律であっ

た。この点を捉えて、本当に成功したと評価したのである。  

一方、ギルバート法やスピーナムランド制度により、ワークハウス外救済が普及

することで、勤勉な貧民である自由労働者が、堕落した奴隷の地位に陥ったこと

をシーニアは批判した。よって、スピーナムランド制度により堕落してしまった自

由労働者を勤勉な自由労働者にすべく、ナッチブル法のような救済抑制を目的

とする救貧法を、シーニアは望んでいたのである。  

 

第 5 節  新救貧法反対運動に対するシーニアの批判  

 

18 3 4 年に制定された新救貧法には、「劣等処遇の原則」はもちろんのこと、

勤勉な有能貧民であれば救済を避けるような、様々な工夫が凝らされていた。例

えば、ワークハウスの管理官やスタッフが受救者を効率よく管理するために、受

救者を年齢、性別、健康状態ごとに 7 つに分類する。もし、夫が妻と子供と入所

した場合、この家族は分離されて収容されることになるのである。さらに、自活可

                                                   
5 1  この場合の救済とは、労働を課されることなく救済されることを意味し、有能貧民に対する就

労の斡旋は、救済とは性質を異にするものである。  
5 2  シーニアは、 1 6 7 3 年から 1 7 8 5 年までの救貧支出を表すことにより、 1 6 9 8 年よりもナッチ

ブル法が施行されてから 2 8 年経った 1 7 5 0 年の方が、救貧支出が低下したことを示しており、

ナッチブル法が救貧支出の低下につながったことを示した ( S e n i o r  1 8 4 1 b ,  1 3 )。  
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能な労働者にとっては耐えがたいであろう生活や食事に関する規律が設けられ、

それらに違反した者には処罰が下された 5 3。また、ワークハウス入所者は困窮者

のみであることが定められていた。そして、この困窮を証明する方法は、「自動的

テスト」となっており、単に申請者の自己申告のみだった 5 4。これは、従来の救貧

法であれば、貧民監督官自らがワークハウス収容希望者の困窮状態を見極めな

ければならなかったが、本当にその申請者が困窮状態であるかどうか判断が難し

い場合（申請者が嘘をついている場合など）があった。そこで、新救貧法では、

そのようなことがないよう、ワークハウス収容を魅力的な救済手段とみなされない

ようにする必要があったのである 5 5。  

この新救貧法が制定されて以降、新救貧法に対する反対運動が、イングランド

南部や北部において展開された 5 6。この反対運動を指導した人々の中には地主

層がいた。イングランド（特に南部）の地主層の特徴として、家父長主義的性格

がある。これは貧民の救済に対しても積極的に介入し、より人道的な立場から彼

らを救済することを望むものである。さらに、彼らは政治的にも保守主義的性格

の強いトーリー党を支持していた。このような人たちにとって、新救貧法は非人道

的かつ地方自治を崩壊させるものであり、反対すべき政策だったのである。  

また、新救貧法反対運動が拡大した背景には、新聞や小説、パンフレットとい

ったメディアの力も大きかった。当時のワークハウスは、「救貧法バスティーユ」と

して、市民たちから恐れられていた。例えば、タイムズ紙では、 18 3 7 年から

18 42 年の間に、新救貧法により苦しめられた人々の記事を 2 90 も掲載している

( H i g g i n b o t ha m  2 0 12 ,  1 96 ) 5 7。さらに、チャールズ・ディケンズの『オリバー・

ツイスト』では、ワークハウス内の生活が冷酷に描かれていた。これらメディアを

通して、新救貧法は非人道的であり、冷酷な救貧政策であるというイメージが形

成されていった。  

しかし、シーニアは、大多数の人々は新救貧法に好意的であるのに対し、少

数（新聞やトーリー党支持者）の人々が騒々しくそれに反対していると述べ、新

                                                   
5 3  新救貧法におけるワークハウスの運営方法については、大沢 ( 1 9 8 6 ,  11 7 - 1 2 1 )を参照され

たい。また、ワークハウスでは、収容者の性別・年齢別の分類と分離収容が徹底されていたが、

この背景には、救貧に対する依存癖や怠惰・浪費といった悪徳は、家族や生活環境を通じて感

染するという発想が存在していた（小島  2 0 0 0 ,  5 ） 。  
5 4  自動的テ ス ト は 、 新救貧法の中で も シー ニア が最 も重視 した も ので あ っ た ( B r u n d a g e  

1 9 8 8 /訳  4 4 )。  
5 5  ワークハウス・テストである「自動的テスト」により、困窮者をふるい分ける方法および、その効

果については T i m o t h y 他 ( 2 0 0 1 )を参照されたい。  
5 6  新救貧法反対運動の詳細については、K n o t t ( 1 9 8 6 )を参照されたい。  
5 7  また、新救貧法に関するスキャンダルの例および、新救貧法反対のイメージ形成については

小島 ( 2 0 0 0 )を参照されたい。  
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救貧法に反対しているメディアを批判している 5 8。  

シーニアは、新救貧法の案を作成する際に、ナッチブル法と同様、自由労働

者を奴隷の地位に陥らせないような政策を目指していた。そのためには、劣等処

遇の原則や、ワークハウス内での家族の分離収容など、非人道的とみられてもお

かしくないような原則や規則を設ける必要があったのである。  

すなわち、新救貧法に反対する人々の多くは、人道主義の点から反対したが、

シーニアは、まさにこの人道主義的性格を新救貧法では除去しようと努めていた

人物であった。シーニアは、人道主義的性格を排除することによって、救貧抑制

が達成できると考えていたのである。  

 

第 6 節  シーニアのワークハウス擁護論  

 

新救貧法では、受救者が救済を受ける条件として、劣等処遇の原則の下、よく

管理されたワークハウス内での救済が義務づけられた。しかし、このワークハウス

収容に対しては、ワークハウス外救済支持者たちから非人道的であるとの理由で

反対されていた。彼らは、ワークハウス内での救済ではなく、新たなワークハウス

外救済として、貧民の教区雇用を提案した 5 9。これは、従来、救貧税を徴収して

いた徴税官 ( c o l l e c t o r  o f  p o o r  r a t e s )などに対して、救貧税を徴収する代わ

りに、彼らに鉄や亜麻、糸といった原材料を与え、彼らが有能貧民を雇用し、何

らかの商品を製造させるというものである。そして、作られた商品を売ることによっ

て得られる利益を、徴税官が受け取ることができるようにするといった案である。

こうすることにより、救貧税納付者の負担も減り、有能貧民も、ワークハウスに収

容されるよりは、よりよい処遇の下で生活することできるという人道主義の観点に

基づくものであった。さらに、ワークハウス外救済には、①教区雇用が利益を生

み出し、②ワークハウス内救済よりも、受救者を彼らの自宅で管理する方が費用

を抑えることができるという利点があるとされた ( S e n i o r  1 8 4 1a ,  10 0 - 1 0 2 )。こ

のような案に対して、シーニアは反対の意見を述べ、ワークハウス内救済を擁護

するのである。  

まず、シーニアは①の教区雇用が利益を生むという点を否定する。  

 

     教区雇用は製造業及び農業の分野で行われ続けている。そして、いず

                                                   
5 8  J o u r n a l s ,  C o n v e r s a t i o n s ,  a n d  E s s a y s  r e l a t i n g  t o  I r e l a n d  ( 1 8 4 3 - 1 8 6 2 ) .  

2 v o l u m e s .  E d i t e d  b y  M .  C .  M .  S i m p s o n .  L o n d o n :  L o n g m a n  &  C o . ,  1 8 6 8 ;  L e v y,  

1 9 2 8 ,  v o l u m e 2 ,  3 2 7 所収。  
5 9  シーニアがワークハウス外救済支持者として挙げているのが、D a r b y 氏という人物であり、

教区雇用の提案も彼が行っている。  
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れの場合においても、生産物は資本と管理の支出に等しいものではない。

( S e n i o r  18 4 1a ,  10 2 )  

 

 例えば、教区農場の場合、農産物を販売して得た利益で、地代や十分の一税、

管理費、種代といった費用を支払うことができるとは思えないとし、教区農場は採

算が合わないと述べている ( S e n i o r  1 8 4 1a ,  1 0 2 - 10 3 )。さらに、製造業に関し

ては、製造業は高価な原材料や機械を必要とし、また、それを監督する立場にあ

る人は、売買などの業務に精通し、さらに、原材料の横領や浪費などを防ぐとい

ったことなどにも常に警戒していなければならない。このようなことができる人物

は、非常に稀な存在のため、彼らの賃金は非常に高い。そのため、このような人

物は、大抵有給だとしても教区委員になったりすることはないし、これまでも、そ

のような人物が教区委員になったためしがなかった。したがって、どの教区でも、

教区で製造業を行う場合、それを監督する教区委員による公金費消や怠慢、無

能といった人為的な問題によ り 、失敗してきたのであった ( S e n i o r  1 8 4 1a ,  

10 3 )。  

次に、②のワークハウス外救済の方がワークハウス内救済よりも費用がかから

ないという主張も、シーニアは否定している。シーニアは、ワークハウス内救済も

ワークハウス外救済も共に利益を生み出すことはないが、ワークハウス内救済の

方が、ワークハウス外救済よりも支出が少なく、救貧支出を節約できると考えてい

た 6 0。仮に、ワークハウス内・外の受救者数を一定とするならば、生活必需品をワ

ークハウス外の受救者に提供する方が、ワークハウス内の受救者にそれらを提供

するよりも、割高になるとシーニアは考えていた。シーニアはこの理由として、卸

売価格と小売価格による違いを述べている。それによれば、食糧・衣料・薪炭・

住居といった生活必需品に関するものは、これらを提供される人の数が増加する

のに比例して、一人当たりの価格が割安になる。すなわち、これらは、2 00 人より

も 5 0 0 人、5 0 0 人よりも 8 0 0 人といったように、より多くの人にまとめて提供され

る方がより経済的である。これらは、ワークハウス外救済が小売価格で提供され

るのに対して、ワークハウス内救済が卸売価格で提供されることから生じる節約

である。また、さらなる節約として、卸売市場価格での契約と個別での契約価格

の違いから生じる節約について説明している。生活必需品の中でも食糧と燃料

は貧民にとって主要な支出である。そして、これらは家族のような小さな集団に

対して個別に提供されるよりも、ワークハウスのような大きな集団に提供されるこ

とにより、より効率的に消費される。例えば、 5 0 世帯と個別に契約した場合の燃

                                                   
6 0  シーニアは救貧支出の内訳を大まかに、受救貧民の管理費および、製造業または農場によ

る損失の合計額として計算している。  
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料費と、20 0 人を同一の建物内で温めるのに必要な燃料費を比較した場合、後

者の方が前者の十分の一の費用で温めることができるのである。ワークハウス外

救済の場合、受救者は、一般的に現金を支給されるが、それにより、彼らは通常

最も高い価格（小売価格）で生活必需品を最小限しか購入することができない。

一方、ワークハウス内で救済されている受救者の生計に関するものは、最も有利

な条件（卸売価格）で購入され、それらは最も効率的な方法で彼らに適用される

のである ( S e n i o r  1 8 41 a ,  10 3 - 1 0 4 )。このように、シーニアは、ワークハウス内

救済とワークハウス外救済を比較した場合、ワークハウス内救済の方が経済的で

あり、かつ生活の質も高いと考えていた。  

 

     したがって、たとえもし同じお金が、（ワークハウス内及びワークハウス外

救済の）それぞれの生存に支払われたのならば、ワークハウス外受救者の

維持は、ワークハウス内受救者の維持と比べ、量あるいは質、またはその

両方において劣っているに違いないということは明らかである。 ( S e n i o r  

18 4 1 a ,  10 4 )  

 

また、シーニアは、ワークハウス内受救者には、健康や体力を保つのに最低限

必要な救済が保障されていると考えていた。このままであれば、ワークハウス内

救済は受救者にとって魅力的であるように思われるが、ワークハウス内救済を避

けるようにする動機、すなわち、劣等処遇の原則の適用により、救済抑制が達成

されるのである。  

ワークハウスでは、健康や体力を最低限維持するものが提供されている。しか

し、それと同時に、救済を受けるのであれば、さまざまな規則に従わないといけな

い。ワークハウスに収容される怠惰な貧民は通常、このような規則に従うことを嫌

う人々である。これにより、ワークハウスは救済を望む人々の重荷から教区を保

護するのである。さらに、仮にそのような人たちが収容されたとしても、彼らは、ワ

ークハウスから逃れるために勤勉に務めるようになると、シーニアは考えていた

( S e n i o r  18 4 1a ,  10 5 )。  

また、シーニアは仮に教区雇用にワークハウス同様、劣等処遇の原則を適用

したとしても、それらは失敗するであろうと述べている。教区雇用に劣等処遇の

原則を適用するときに、次の 3 つの条件を課したと仮定する。すなわち、（1 ）より

厳しく労働させ、（2 ）より低い賃金を支払い、（3 ）彼らの社会的状態を下げるよう

に実行したとする。（1 ）に関して、シーニアは石割仕事を例として説明している。

当時、石割仕事は非常に厳しい肉体労働であり、ワークハウス内でもかなりきつ

い労働であったことから、自身の困窮を証明するのに最適なテストであると考えら
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れていた。しかし、もしこの仕事が時間決めではなく、日決めでなされるならば、

その仕事は普通の仕事となってしまうとする。なぜなら、日決めの場合、受救貧

民は庭に居続けるかもしれないが、彼は仕事もせず、庭で一日中のんびりと過ご

すかもしれないからである。そこで、これを避けるために、時間決めにし、ノルマ

を設定したとする。しかし、この場合のノルマは、最も体力のない受救者に合わ

せられるため、大多数の受救者に対しては、厳しくない労働となってしまうのであ

る。  

次に、（2）に関しては、独身労働者と結婚し家族のいる労働者を例に挙げ、否

定している。ワークハウス外救済を実施する際、賃金は労働者のサービスに対し

て支払われるのではなく、労働者の望む量に対して、すなわち、妻や子どもの人

数分に対して補助金が支払われる。例えば、妻と 8 人の子どもがいる男性は、教

区から週の労働への報酬として 2 0 シリングの賃金を受け取るが、同様の仕事の

場合、独身の男性であれば３シリングを受け取る。一方は同様の仕事をしても、

もう一方の 7 倍の賃金格差が生じるため、より少ない賃金を支払うことはできない

のである。  

さらに、（3 ）に関しては、ワークハウス内救済の場合、ワークハウスに収容する

ことにより、貧民のレッテルを張り、彼らの品位を下げることができるが、ワークハ

ウス外救済では、それができない。そのため、受救者の品位を下げることができ

ないのである ( S e n i o r  18 4 1 a ,  10 6 - 1 0 8 )。  

シーニアはこのように、劣等処遇の原則を肯定した。そして、シーニアは、教

区雇用の支持者に対して、教区雇用が貧困を生み出しているということを認めな

ければならないと警告している。  

 

     教区雇用は人を傷つける ( m i s c h i e vo us )ものであり、それは、受救者

の数を増やすだけでなく、彼らの悲惨と堕落を増大させる 6 1。 ( S e n i o r  

18 4 1 a ,  10 9 - 11 0 )  

 

シーニアは、ワークハウスが有能貧民の勤勉性や道徳に対して悪い施設であ

ることを認めていた。しかし、ワークハウス内救済には、規則的なスケジュール、

清潔さ、節酒、肉体的あるいは精神的興奮の欠如などのさまざまな制限があり、

これをワークハウスの長所であるとみなしている。なぜなら、これら諸制限は、健

康と体力を保つには良いが、独立生計を稼ぐことができる有能貧民であれば、そ

                                                   
6 1  教区雇用の支持者は、彼らの善意から教区雇用を支持したと思われるが、意図せざる結果と

して教区雇用の害悪が発生したと思われる。この点をシーニアは、「教区雇用は人を傷つけるも

の」と表現していると考えられる。  
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れら諸制限には耐えることができないようなものだからである。ワークハウスでは、

飲酒や喫煙、性交といった悪い習慣は実行不可能であり、良い習慣のみが強制

されているのである。また、児童に対しても、ワークハウス外受救者よりもワークハ

ウス内学校において提供される教育を受けることは良いことであると考えていた

( S e n i o r  18 4 1a ,  11 2 - 11 3 ) 6 2。  

以上のように、シーニアは、ワークハウス内救済の方がワークハウス外救済より

も経済的であり、また、仮に教区雇用に対して劣等処遇の原則を適用したとして

も、その効果がないとして批判したのである。  

 

第 7 節  小括  

 

 シーニアが、旧救貧法を評価する際基準としていたのは、救済対象者である貧

民をどのように扱うかであった。シーニアは、無能貧民の救済は肯定していたが、

有能貧民への救済には否定的であった。なぜなら、自由労働者である有能貧民

を救済することは、彼らに被救済権を与えることで、奴隷と同様の地位に陥らせ

てしまうからである。そして、この点から、エリザベス救貧法やナッチブル法を肯

定し、ギルバート法やスピーナムランド制度を否定したのである。さらに、ナッチ

ブル法はワークハウス内救済を実施していたが、このワークハウス内では、貧民

の処遇を無慈悲なものにすることで、勤勉な有能貧民が奴隷の地位に陥らない

ようにされており、シーニアはこれを高く評価した。  

 またシーニアは、ワークハウス外救済の支持者に対しては、ワークハウス内救

済の方が、ワークハウス外救済よりも経済的に優れており、かつ、劣等処遇の原

則の適用は、ワークハウス内救済でしか実現できないとして、受救者のワークハ

ウス収容を擁護したのであった。  

  

                                                   
6 2  シーニアの教育思想については、第 5 章を参照されたい。  
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第 4 章  劣等処遇の原則と労働市場創出に関するシーニアの見解  

 

 シーニアは、受救貧民の救済手段としてワークハウス収容を支持していた。そ

れは、経済的に安上がりなだけでなく、ワークハウス外救済では、新救貧法の特

徴の一つである、劣等処遇の原則の効果がなくなるためであった。さらに、ナッ

チブル法にならい、ワークハウス内救済がワークハウス外の生活よりも魅力的な

ものにならないよう、その処遇を受救者にとって厳しくするものであった。このよう

なワークハウス収容の状態に関して、エンゲルスは以下のようにワークハウス収

容を批判している。  

 

     金銭あるいは食料による救済はすべて廃止された。みとめられた唯一の

救済は、いたるところに急遽つくられた救貧院 ( w o r k h o u s e )への収容で

あった。しかしこのような救貧院、あるいは人民のいわゆる救貧法バスティ

ーユ ( p o o r - l aw - ba s t i l l e s )施設は、この種の公共の慈善がなくてもまだ

なんとかやっていける見込みのあるすべての者を、震えあがらせずにはお

かないたぐいのものである。・・ ・食事は極貧の就業労働者のそれよりもひ

どく、それでいて仕事はよりきつい。そうでなければ、彼らは見るもあわれ

な外での生活よりも、救貧院にいることを好むであろう。肉、ことに新鮮な

肉はめったに出されない。たいていはジャガイモと、できるだけ質の悪い

パン、それとオートミールである。ビールはほとんど、またはまったくあたえ

られない。監獄の食事でさえ全般的にこれよりましである。そのために、救

貧院にいる者はわざとなにか罪を犯して監獄に入る。救貧院とて監獄なの

である。 ( E n ge l s  1 8 4 5 ,  2 87 - 2 8 8 /訳 2 3 2 - 23 3 )  

 

 このようにワークハウスは、多くの貧民にとって監獄よりも恐怖の対象であった。

では、なぜシーニアは劣等処遇の原則のような、労働者階級に対して冷酷な原

則を支持したのであろうか。シーニアは、劣等処遇の原則の適用によって、怠惰

な貧民が勤勉になり、自ら労働市場へ働きにでると考えていた ( S e n i o r  18 4 1 a ,  

10 5 )。また、先行研究においても、この「新救貧法は、受救貧民の被救済権を制

限することで、競争的労働市場の創出に貢献したものであった」 ( S c hu m p e t e r  

19 5 4 ,  40 1 - 4 0 2 /訳  4 5 - 4 7 ) と評価 されている 。 しか し 、 B o w l e y ( 1 9 37 )や

H u nt ( 1 97 9 )のように、シーニアの救貧法改革についての先行研究はあるもの

の、劣等処遇の原則の適用により、なぜ怠惰な貧民が勤勉になり、自ら労働市場

へと働きにでるのかについては明らかにされていない。また、Po l a n y i ( 1 9 44 ,  

82 /訳 1 3 7 )は、貧民への「被救済権」が労働市場の確立を妨げるのに効果的で
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あったとし、この「被救済権」を廃止したものが新救貧法であったとしている。しか

し、後述するように、シーニアは、「被救済権」を完全に廃止したわけではなかっ

た。シーニアは、S c h um p e t e r ( 1 9 5 4 )が述べたように、被救済権を制限するこ

とで、競争的労働市場の創出を目指した。  

 そこで、本章では、シーニアの考える政府の役割および人間の性格に焦点を

当て、政府の介入の下、劣等処遇の原則の適用により、怠惰な貧民が勤勉にな

り、労働市場へ働きにでるメカニズムを明らかにする 6 3。  

 

第 1 節  貧困の原因  

 

 シーニアは 1 8 34 年に新救貧法が制定された後、 『救貧法改正の概要 』

( O ut l i n e  o f  t h e  P o o r  Law  Am e n d m e n t  Ac t ,  1 8 34 )を出版した。その中

で、新救貧法の目的を次のように述べている。  

 

     救貧法改正法の目的は、・・・労働者階級のための法律の誤った運営が

労働者たちに押し付けた怠惰 ( i d l e n e s s ) 、不慎慮 ( i m p r o v i d e nc e ) 、

堕落 ( d e gr ad at i o n )から、労働者階級、すなわち地域社会の大部分を

道徳的に引き上げることである 6 4。 ( S e n i o r  18 34 ,  1 )  

 

 シーニアは、当初、貧困の原因は単に労働者の道徳性が欠けているからだと

考えていた。しかし、 1 83 0 年にイングランド南部および東部で農民暴動が発生

した。それを受けシーニアは考えを変えたとしている ( H u nt  1 9 7 9 ,  12 3 )。この

暴動が発生した地域が賃金補助手当のような救貧法システムが発達した地域で

あったため、シーニアは貧困の原因に救貧法があると考えるようになった。よって、

救貧法を改善することで労働者階級の道徳性を改善し、貧困を解決することが

できると考えるようになったのである 6 5。  

                                                   
6 3  本章では、シーニアの文献として、 1 8 2 7 年の『経済学入門講義』から 1 8 5 2 年の『経済学入

門四講』までの時代の文献を取り扱う。シーニアは、 1 8 5 2 年頃には救貧法に対して、「わたしは、

経済学者ではなく、政治家や道徳家としてそれに介入すべきである」 ( S e n i o r  1 8 5 2 ,  5 5 )と述

べているように、自身の救貧法改革に対する取り組み姿勢を変更している。しかし、経済学者の

役割、政治家（政府）の役割、また、シーニアの考える人間の性格に関する見解は一貫して変わ

っていない。そのため、本章でも、問題のない限り、時代に関係なくシーニアの文献の中から、

テーマごとに引用することとする。  
6 4  この目的の他に、地主階級の負担を軽減することも明記されている。  
6 5  シーニアは、新救貧法の目的の一つとして、労働者階級の道徳性を改善することを提案した

が、この考えは 1 8 3 1 年の『賃金に関する三講義』の中で、賃金基金説を用いてすでに述べら

れていた。それによれば、「基金により維持されるべき人数の過度の増加を防ぐ恒久の効果的な

唯一の手段は、労働者人口の道徳および知的性格を引き上げることである 」 ( S e n i o r  1 8 3 1 ,  

v )。  
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第 2 節  政府の役割  

 

 1 8 3 2 年 1 月 1 9 日に、救貧法調査委員会が発足した。そして、シーニアは委

員の一人として任命された。シーニアが委員として選ばれた当時、閣僚のほとん

どをホイッグ党が占めるグレイ内閣で受け入れられていた思想は、古典派経済学

者たちの思想およびベンサム主義であった ( B r u nd a g e  1 9 8 8 ,  1 4 /訳 1 9 ) 6 6。  

 ベンサムは、 1 79 6 年のピットの救貧法改革案に対して論評を加えたのをきっ

かけに、貧困問題に関心を持ち、貧民の公的救済の必要性を認めたうえで、効

率的な救済方法を追求した。すなわち、ベンサムは、公的救済の必要は認める

が、救済の実行の効率性を追求するために貧民の管理を考える立場であった。

ベンサムは救貧法改善派として知られているが、ベンサムが提案したものに、全

国慈善会社 ( N a t i o n a l  C ha r i t y  Co m p a n y )があった。ベンサムは、政府は権

威機関としては必要であると考えていたが、政府が行政を行うことには批判的で

あった。なぜなら、政府行政は非効率的であり、汚職などを防ぐのは困難である

と考えていたからであった ( P o yn t e r  19 6 9 ,  1 31 )。  

 一方、シーニアは、個人の自由と自己責任の考えを尊重していた。しかし、救

貧法政策に関して、シーニアは、ベンサムよりも政府の介入に対してより積極的

であった。  

 シーニアは、人間にとって最も弊害となるものは「不安の感情」であり、一方、

幸福の主要な源泉は「社会的な愛情」であると考えていた ( S e n i o r  18 2 7 ,  14 )。

政府の起源も、この不安の感情をどのように解消するかということに関わっていた。

そして、シーニアは、政府の起源をアダム・スミスの分業になぞらえて説明してい

る。  

 シーニアによれば、最も原始的な社会状態においても、各人は自分の生命お

よび財産を保護する必要がある。そして、この目的のためには各人は常に武装し

て警戒していなければならない。しかし、自己保護に従事している人が負担しな

ければならない労働は、数人分はおろか共同体全部でも補うことができない。し

たがって、これらを各人に代わって守ってくれる政府のような機関が必要となるの

である。すなわち、政府とは、服従と交換に保護を提供する機関のことである。統

治者は、社会を暴力と詐欺から守るこ と を委ねられているのである ( S e n i o r  

                                                   
6 6  しかしながら、ブランデイジが「ヴィリヤーズが王立委員会のメンバーとして推薦した五人の

人物のうちでベンサム主義者のグループと深い関わりがあったのは、ジェイムズ ・ ミルと政治経

済学者シーニアの二人であった。内閣は、ベンサム主義者であるとは断定できないシーニアの

任命は受け入れたが、ミルの方は拒否した」 ( B r u n d a g e  1 9 8 8 ,  2 1 /訳 2 6 )と述べているよう

に、当時の政権内で、どの程度ベンサム主義が受け入れられていたのかは、十分考慮する必要

がある。  
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18 3 6 ,  74 - 7 5 /訳  1 6 1 )。このとき、シーニアが述べる不安とは、主に生命・財産

に対する不安であり、政府が各人に代わってこれらを保護するが、その際、各人

は安全の代わりに服従を提供するのである。しかし、このとき政府による弊害が

生じる。それは、保護を与える側には必ず権力が委任されなければならないとと

もに、保護を受ける側は、著しく自己防衛の手段と意志を喪失するのである。よ

って、シーニアは、政府が国民生活に介入する際には、これらの意志能力を妨

げないように介入すべきであると考えていた 6 7。また、アダム・スミスが政府の役

割を国防、司法、公共事業に限定していたのに対して、シーニアはその役割を

「便宜 ( e x p e d i e n c y ) 」の観点からより広く認めていた。  

 

     政府の唯一の合理的な根拠、すなわち統治する権利及びそれに関連し

た命令に従うという義務の唯一の根拠は、便宜、すなわち共同体の一般

的な利益である。統治される者の福祉 ( w e l f a r e )のためになることはなん

でもするのが政府の義務である。この義務に対する唯一の限界は、その

力である。そして、独立国家の至上の政府のようなものは必然的に絶対的

なものであるから、その力への唯一の制限は肉体的あるいは道徳的無能

である。また、行わなければならないことがその義務であるようなものは、

なんでも行う権利を必然的に持たなければならない。・ ・ ・政府が生命及

び財産を保護することは、明らかに便宜である。しかし、もし政府が何らか

の他の機能を遂行することが便宜であると示されるのであれば、それを行

使することがその義務であり、権利である。 ( S e n i o r,  Le c t ur e s  18 4 7 –

18 5 2 ,  F i r s t  Co u r s e ,  L e s s o n  6 ,  ‘ P o w e r  o f  G o ve r nm e nt  t o  

A l t e r  t h e  D e gr e e  i n  w h i c h  We a l t h  I s  D e s i r a b l e ’ i n  Le v y  

19 2 8  v o l .  2 . ,  30 2 )  

 

 さらにシーニアは、政府はこの便宜の観点から、国内の貧困問題に介入すべき

であると考えていた。貧民は、将来の欠乏の恐怖を持っており、この不安の感情

に苦しめられているが、この負の感情により、彼らは同胞への慈悲深い共感力を

失い、かえって彼らは犯罪者といった有害な者に対して共感を示す特徴があっ

た。もし、このような貧民が共同体の大部分を占めるのであれば、その共同体に

所属する人々の生命および財産の安全は存在しないのである ( S e n i o r  1 8 27 ,  

1 6 - 1 7 )。しかしながら、政府が貧困問題に介入する際、政府は、貧民の道徳性

                                                   
6 7  シーニアは、国民生活への政府の介入を肯定しているが、過度の介入には反対していた。そ

の理由としては、政府は国民を指導の糸で操る傾向があり、過度に干渉した場合、国民自身が

日常の事柄を管理する力が奪われるからである ( S e n i o r  1 8 4 8 ,  3 3 4 )。  
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である勤勉・先見の明・慈愛心を妨げないように介入すべきであるとする。なぜな

ら、勤勉、先見の明、慈善心といった道徳心は、人々の繁栄のために必要であっ

たからである。そこで、シーニアは政府の義務を次のように定義した。  

 

         貧民に関する限り、要求に対して適当な救済を提供しようとすること、ま

た、富者に関する限り、救済を提供する負担を平等にし、さらに、その配

分を節約し、かつ、方向を規制することによって負担額をできる限り軽くす

ること。これらは高尚な目的である。そして、彼らが勤勉・先見の明・慈愛

心を実質的に減らすことなく達成する限り、それを達成することは政府の

必須の義務である。 ( S e n i o r  1 83 2 ,  1 0 - 11 )  

 

 したがって、シーニアは、政府の役割を国民の生命・財産を守ることであると考

えていた。さらに、もし国民の安全が危険にさらされるのであれば、政府は便宜

の観点から、積極的に介入すべきであると考えていたのである。  

 

第 3 節  人間の性格とは  

 

 シーニアは、経済学を富に関する科学であるとし、経済理論の前提条件として、

意識的に想像された人間像、すなわち、経済人を仮定した。シーニアにとって、

経済人とは、「できるだけ少ない犠牲で追加的富を得ようとする」 ( S e n i o r  1 8 3 6 ,  

2 6 /訳 5 6 )人のことである。シーニアは、欲求の対象として富が与えられた場合、

経済人は目的合理的にその富を追求すると仮定した。しかし、これはあくまでも

理論の中の理想化された人間像であった。以下では、シーニアが現実世界の人

間をどのように考えていたのかを検討する。  

 シーニアによれば、貧民とは道徳心を欠いた人のことであった。しかし、道徳心

を欠いてはいるものの、彼ら貧民とて、自身の境遇を改善したいと考えていた。

なぜなら、結婚の欲求と同様に、自身の境遇を改善する欲求は自然なものだか

らである ( S e n i o r  18 2 9 ,  58 )。では、彼ら貧民が自身の境遇を改善するには、ど

うすべきだろうか。この問いに対し、シーニアは富の追求により、貧民の道徳心を

改善することができると考えていた。なぜなら、富の追求が道徳的改善の最大の

源であるからであった ( S e n i o r  1 8 2 7 ,  12 )。  

 

     政府や諸個人の究極の目的が幸福にあることは事実である。しかし、

我々はすべての人が自身の幸福を増大させる方法とは、あるいは一般的

な言い方をすれば、自身の状態を良くする方法とは、自身の富を増大さ
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せることである、ということを知っている。 ( S e n i o r  1 8 52 ,  9 )  

 

 言い換えれば、「富の所有が人間の目的の最たるものであり、その生産は、人

間の努力の最大の目的である」 ( S e n i o r  1 8 52 ,  4 7 )。しかしながら、なぜ人々は

富を追い求めるのであろうか。  

 シーニアは『経済科学要綱』のなかで、この問いに答えている。それによれば、

シーニアは、富を所有することが人間の欲求の主な目的であると考えたが、それ

は富を所有することで、人間の性格の中でも強力な欲求である「多様性の愛好

( l o v e  o f  va r i e t y ) 」および「優越の愛好 ( l o ve  o f  d i s t i nc t i o n ) 」を満たすこと

ができるからであった。  

 シーニアによれば、人間は欲求を満たすために、まず最低生活水準を達成しよ

うとする。そこで、シーニアは富を、必需品、必要品、奢侈品の 3 種類に分類し

た。このうち、生活に関する必需品は、シンプルで数も少ない。イングランドにお

いて最低限の生活をしていくには、ジャガイモ・水・塩・簡素な服・毛布・小屋・鉄

鍋・発火材料があれば十分である。しかし、これに満足する人はいない。まず、

食欲が満たされ、次に衣服への欲求が満たされる。そして、最後に住への欲求、

すなわち、建築し、装飾し、家具を備え付ける欲求を満たそうとする。このうち、

食と衣に関する欲求はすぐ満たされるが、住への欲求は絶対に満たされないの

である ( S e n i o r  1 83 6 ,  11 /訳 2 3 - 2 4 )。しかし、これらは単に量を満たすだけの

ものであり、量が満たされると人は次に質を目指そうとする。この質を求める欲求

こそが、シーニアの述べる「多様性への愛好」であった。  

 

     われわれの欲求は明らかに量よりも多様性を目指す。どんな種類の商

品でも、これが与えることができる快楽には限度があるばかりでなく、これ

らの限度に到達するはるか以前に、急激に増大する割合で減少する。同

じ種類の二つのものが与える快楽が、一個の快楽の二倍であることは滅

多にない。また、十個の快楽が二個の快楽の五倍を与えることはさらに稀

である。したがって、いかなるものでも豊富に比例して、これが供給される

人々の数および、これらの供給の増加を全然あるいはほとんど欲しない

人々の数は、大きくなるように思われる。また、このような限り、供給の増加

は、その効用の全部またはほとんど全部を失う。反対に、その希少性に比

例して、これを欲する人々の数およびその度合いは増加するように思われ

る。そして、その効用、言い換えれば、その一定量の所有から与えられる

快楽は、比例して増加する。 ( S e n i o r  1 8 36 ,  11 - 1 2 /訳 2 4 - 25 )  
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 シーニアによれば、この多様性の欲求は強いけれども、優越の欲求と比較すれ

ば、弱いものであった。なぜなら、優越に対する欲求は、すべての人、すべての

時代において影響を及ぼし、揺り籠から墓場まで決して離れることのないぐらい

普遍的かつ不断なものであるからである。よって、シーニアは、この優越に対す

る欲求を人間の情熱の中で最も強力な欲求である と宣言している ( S e n i o r  

18 3 6 ,  1 2 /訳 2 5 )。  

 

     優越の源として最も明白なのは、人より勝った富の所有である。それは

人類の大部分の称賛を最も刺激するものであり、また、彼らが自分たちも

獲得することができるという能力があると感じ得る唯一のものである。彼ら

の比較の範囲内にいる誰よりも富んでいるように見せること、あるいは一般

的 な 表 現 を 用 い れ ば 、 見 栄 を 張 る 事 ( t o  k e e p  up  a  be t t e r  

ap p e ar a nc e )は、目の前の欠乏の怖れを免れているほとんどすべての

人にとって、行為の支配原理である。この目的のために、五感に属するい

かなる快楽や苦痛を以てしても直面することのない苦役に耐えることがで

きる。 ( S e n i o r  1 8 36 ,  1 2 /訳  2 5 - 2 6 )  

 

 この優越の欲求は見栄を張る事、すなわち、人に見せることによって達成する

ことができる。このとき、見せびらかすことができる富とは供給を制限された富で

あり、他の人にとっても欲求の対象となるものである必要がある。そして、この供

給を制限された富の中で最も欲求の度合いが高いのがダイヤモンドである。そし

て、見栄を張り、金持ちであるように見せることが人類の大部分の支配的な欲求

であることから、これらの供給が制限される限り、ダイヤモンドはいつまでも熱心

な競争の対象となるのである ( S e n i o r  1 83 6 ,  1 2 - 1 3 /訳  2 6 - 2 9 )。したがって、

シーニアは、人間は食・衣・住の最低限の欲求が満たされ、生活に余裕が生まれ

ると、多様性や優越の欲求に従って行動すると考えていた。  

 しかし、多様性や優越の欲求を達成するためには、人からうらやましがられるよ

うな富を獲得しなければならない。富の獲得を追求する行為は、ほとんどすべて

の人が従事することができ、これら富を獲得し、蓄積することに対する欲求は尽き

ることがないのである 6 8。ただし、人は労働を通して富を生産するが、このとき、

ほとんどの人は労働を嫌悪する「怠惰 ( i n d o l e n c e )」や娯楽の欲求を表す「安逸

                                                   
6 8  もし人類が富の蓄積に対する欲求を持っていなかったならば、人類は絶滅してしまった、もし

く は 野 蛮な 低位状態 に陥 っ て い た だ ろ う と シ ー ニ ア は 考 え て い た 。 ( S e n i o r,  L e c t u r e s  

1 8 4 7 - 1 8 5 2 ,  F i r s t  C o u r s e ,  L e s s o n  5 ,  “ U n i v e r s a l  D e s i r e  o f  We a l t h ”  i n  L e v y,  

v o l .  1 . ,  6 6 )  
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( i d l e n e s s ) 」の影響下に置かれている。また、富を蓄積しようとするときには、費

用のかかる道楽である「支出の欲求」が立ちふさがっている。そして、即座に満

足しようとする欲求によって人は浪費し、富を蓄積することができなくなってしまう

の で あ る ( S e n i o r,  L e c t u r e s  1 8 47 - 1 8 5 2 ,  F i r s t  Co ur s e ,  Le s s o n  5 ,  

“ U ni v e r s a l  D e s i r e  o f  We a l t h ”  i n  Le v y,  v o l .  1 . ,  6 6 )。このような事態を

防ぎ、より遠い将来の生産を選好するために必要なのが制欲 ( ab s t i n e n c e )で

あった。  

 制欲とは「自分自身が支配することができるものを不生産的に使用することを

慎み、あるいは故意に即時的成果の生産よりも遠き生産を選好する人の行為」

( S e n i o r  1 8 36 ,  5 8 /訳  1 25 )であるが、この制欲がなければ、人は労働によって

生産したものを即時に消費してしまい、これにより、どんなに努力しても必需品で

さえ生産するのに不十分であると気づくのである。この制欲によって、「労働およ

び富を生産するその他の要素の力は、それらの生産物を将来の生産の手段とし

て使用することによって、無限に増加される」 ( S e n i o r  1 8 36 ,  5 8 /訳  1 2 5 )ので

ある。しかし、貧民や無教養の人にとって、制欲は難しいものであった。  

 

     享楽を抑制し、もしくは、即座の成果よりも遠い成果を追求することは、

最も苦痛な意思の努力である。実に、このような努力は、おそらく、最低の

社会は別としても、これを除く全ての社会においてなされるのである。・・ ・

でなければ、社会は改善されないからである。よって、人間がその生存状

態を改善するための全ての手段の中で、制欲は、おそらく、最も有効な手

段であるが、最も増加がゆるく、その普及も一般的に、最も遅れているの

である。国民の中では、一番文明的ではない国民、種々の階級の中では、

一番教育の無い階級が、大抵最も不用意であり、したがって、最も制欲的

でないのである。 ( S e n i o r  18 3 6 ,  6 0／訳 1 28 )  

 

 したがって、人々は、自身の境遇を改善するために、多様性の欲求と優越の欲

求にしたがって富を蓄積するのである。他方、最も制欲的でない貧民は、富を蓄

積することができず、しかも、それを即座に消費してしまうのである。この理由か

ら、シーニアは、境遇を改善させるべく、貧民に対して制欲を働かさなければ欲

求が満たされないように仕向けたのである。  

 

第 4 節  劣等処遇の原則の効果  

 

政府が目指すべきものは国民の幸福であり、社会の利益になるのであれば、
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便宜の点から介入すべきであるというのがシーニアの政府観であった。しかし、

農民暴動が発生することにより、政府によって行われた賃金補助制度が貧民の

道徳心（勤勉・先見の明・慈愛心）を破壊してきたことをシーニアは目の当たりに

した。これにより、国民を幸せにする政府がかえって国民を不幸にしているという

のが救貧法改革を行う際のシーニアの見解であった。  

 シーニアは貧民の救済を擁護していたが、貧民の状態を制限すべきであると考

え て い た 。 そ の 際 、 救 済 の 対 象 を ベ ン サ ム の 、 貧 困 ( p o ve r t y ) と 困 窮

( d e s t i t u t i o n )になぞらえて区別している。シーニアにとって困窮とは、欠乏

( w a nt )による死であり、人間の不幸な出来事の中でも最悪なものに位置付けら

れる。また、不幸な状態とは、栄養不足などによってかかる病気などであり、これ

らの不運や恐怖を取り除くことが人生の弊害を減少させるうえで大切であると考

えていた。また、豊かな国の政府は、困窮を取り除く力を持っているとされている

が、その力の行使が常に有効になされるとは限らない。したがって、シーニアは、

困窮対策として法律を効果的にするためには、被救済権を与えるべきであると考

えていた。  

 また、政府の役人に与えられている力は、困窮の恐怖を一時的に癒すかもしれ

ないけれども、困窮を除去するものではない。しかし、この被救済権は道徳原理

の最も有益な二つである勤勉と先見の明への動機を弱めてしまうのである。また、

貧困によって得られる救済の希望は、富者が負うことになる課税の恐怖とは正反

対であった。そして、このような恐怖によって富は破壊されてきたのである。これ

を踏まえ、シーニアは、最もよく練られ管理された法律とは、非常に大きな犠牲を

払って被救済権を与えるのである と考えたのであった ( S e n i o r,  L e c t u r e s  

18 4 7 - 1 85 2 ,  F i r s t  C o u r s e ,  Le s s o n  7 ,  “ Po w e r  o f  G o v e r nm e nt  t o  

A l t e r  t h e  D e gr e e  i n  w h i c h  We a l t h  I s  D e s i r a b l e ”  i n  L e v y ,  v o l .  2 . ,  

31 2 - 3 1 3 )。  

 シーニアは、困窮対策としての被救済権を、道徳性が破壊されるにもかかわら

ず、肯定していた。このとき、シーニアは、政府による公的救済を行う際、救済を

受ける側に制限をかけるべきであると考えていた。なぜなら、公的救済は、自分

の財布ではなく、隣人の財布から支払われるため、救済を受ける側は何の犠牲も

感じないからであり、その結果、行政による濫用をもたらすからである。そして、こ

の考えが適用されたのが劣等処遇の原則であった。このときの政府の義務とは

困窮を取り除くことであり、公的救済を行うのであれば、受救者の状態は独立し

た労働者よりも劣るように管理するべきであるとされたのである。そこで、シーニ

アは、劣等処遇の原則を行う際、受救者に対して、「より厳しく労働させ、より低

い賃金を支払い、社会的状態を下げるようにする」ことを意識的に行っていた。
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その理由は以下の通りである。  

 

    人を激務に耐えさせるには二つの手段があるにすぎない。実際、厳密に

言うならば、それは望み ( ho p e )ただ一つである。というのも恐れはまったく

一時的な努力を強いるにすぎず、けっして着実で継続的な骨折りを生み出

すほどの刺激となり得ないからである。それに引き換え望みの自然的な結果

は相応の報酬である。 ( S e n i o r  18 4 1 a ,  10 5 - 10 6 )  

 

 貧民が救済を望む際、彼らは劣等処遇の原則を含むワークハウスシステムに同

意しなければならなかった。さらに、もし受救者がワークハウスから退所したい場

合は、彼らは監督官に申請し許可をもらう必要があった。すなわち、貧民の救済

は、貧民の自己責任の下で行われていたのである。また、ワークハウスでの生活

は、最低限の食事を保障されてはいたものの、たとえ、一生懸命働いたとしても、

独立労働者以下の賃金しか受け取ることができなかったとされている。そこで、も

し、受救者が酒といった贅沢を望むのであれば、彼らはワークハウスから出て、

労働市場で働かなければならないのであった。  

 したがって、シーニアの劣等処遇の原則が意図することは、独立労働者になら

ない限り、厳しい生活状態をワークハウス内で行わせるということであった。なぜ

なら、独立労働者になりさえすれば、この厳しいワークハウスから脱出できるとい

う希望を与えようとしたからである 6 9。そして、貧民から独立労働者へと自身の状

態を改善した人々は、自身の欲求である多様性の欲求や優越の欲求に従い、労

働市場で働くことにより、富の獲得を目指そうと行動するのであった。  

 

第 5 節  小括  

 

 本章は、新救貧法における劣等処遇の原則の適用により、怠惰な貧民が勤勉

になり、労働市場へ働きにでるメカニズムを、政府の役割および人間の性格に焦

点を当て、明らかにしたものである。  

 シーニアにとって、政府の役割とは、国民の生命・財産を守ることであり、もし、

国民の安全が危険にさらされるのであれば、便宜の観点から介入すべきであると

考えていた。そこで、救貧法改革においても政府の介入を認めていたが、その際、

貧民の道徳心を阻害しないようにする必要があった。  

                                                   
6 9  この場合、ワークハウスに収容されている受救者にとって、 「劣等処遇の原則」から逃れるこ

とが「希望」に当たる。一方、受救を受けていない人々にとって、「劣等処遇の原則」の存在は必

ずしも「希望」ではないため注意が必要である。  
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 また、新救貧法において、シーニアは劣等処遇の原則を支持したが、それは、

ワークハウス内での処遇を厳しくすることにより、受救者が自らワークハウスを出

て、労働市場へと働きにでると考えていたからである。なぜなら、人間は自身の

状態を改善したいと望んでおり、ワークハウス内では、最低限の生活は保障され

ているものの、それよりもよい生活がしたいのであれば、多様性の欲求及び優越

の欲求に従って、自ら労働市場で富を獲得する必要があったからであった。この

ようにして、新救貧法により、労働市場が創出されるのである。  
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第 5 章  シーニアの教育思想  

 

 新救貧法は、貧民の道徳心を改善することにより、貧困問題を解決することを

意図したものであった。また、新救貧法では、貧民の道徳心を改善する手段とし

て、劣等処遇の原則が適用されていた。そして、シーニアは、この原則によりさら

なる生活改善を目指したい受救者は労働市場へ自ら働きに行き、富を獲得する

ことで貧困が解決すると考えていた。  

 以上が、救貧法改革により貧困が解決される仕組みであった。一方、シーニア

は、1 83 4 年報告書の末尾において、救貧法改革以降のさらなる貧困解決の展

望を思い描いていた。  

 

     救貧法行政のさらなる改良が進んだ後、政府の最も重要な義務は、労

働者階級の宗教的 ・ 道徳的教育を促進す る措置を と る こ と で あ る 。

( 1 83 4 r e p o r t ,  4 9 7 )  

 

 このように、シーニアは、労働者階級への教育を重視していた 7 0。1 9 世紀の経

済学者は、シーニアをはじめ、マルサス、ジェームズ・ミル、 J . S .ミルなども教育

に関心を持っていた。その中でもシーニアは、O ’ D o n n e l l ( 1 98 5 ,  64 /訳 7 0 )が

「貧民の子どもたちに及ぼす教育の影響について述べる時、シーニアは次第に

能弁になっていった」と述べているように、貧困解決の手段として、児童への教

育 を 重 視 し て い た 。 シ ー ニ ア の 教 育 思 想 に 関 す る 先 行 研 究 と し て は 、

O ’ D o n ne l l ( 1 9 8 5 ) お よ び We s t ( 19 7 5 ,  1 9 94 ) が 挙 げ ら れ る 。

O ’ D o n ne l l ( 1 9 8 5 )は、シーニアが貧民の児童教育を重視していたことを指摘し

た。一方、We s t ( 19 7 5 ,  1 9 94 )は、児童教育に政府が介入すべき理由の根拠と

して、シーニアの文献を挙げた。シーニアは貧困解決手段として、貧民の児童教

育を重視しており、そのために政府は児童教育に介入すべきであると考えていた

のである。しかし 、その際、シーニアの考えていた教育内容・方法について、

O ’ D o n ne l l ( 1 9 8 5 )および We s t ( 1 97 5 ,  1 99 4 )は明らかにしていない。そこで、

本章では、シーニアの救貧法思想の最後を締めくくる貧困解決の手段として、シ

ーニアの教育思想を考察する。そして、シーニアは、貧民の児童に対して道徳教

育を施すことで、貧困問題を解決することができると考えていたことを明らかにす

                                                   
7 0  1 8 3 4 年報告書では、単に労働者階級への教育とされている。しかし、シーニアが政府によ

る教育の対象を述べる場合、その対象は、労働者階級の児童であった。また、シーニアの文献

の中で児童への教育の重要性が述べられるのは、 （筆者の知る限り ） 1 8 3 7 年からであるが、

1 8 3 4 年には、すでに児童教育を重視していたと考えられる。  
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る。  

 

第 1 節  19 世紀初頭の教育事情  

 

 1 9 世紀初頭における児童への教育は、国ではなく、日曜学校のような教会に

よる慈善団体によって行われていた。しかしながら、産業革命が進展するにつれ

て、工場内で働く児童の労働が問題になり始めた。そして、この問題を解決する

ために、政府は、1 8 0 2 年の工場法で、児童労働の改善を図り始めたのである。

この法律では、綿織物および毛織物工場の児童の労働を、一日 1 2 時間に制限

し、かつ、児童の労働の一部を初等教育に向けるよう定めた。また、 1 8 3 3 年工

場法では、児童労働に対してより徹底した制限を設けた。それによれば、 9 歳以

下の児童の就業を禁止し、また、9 歳から 1 3 歳までの児童の就業時間を一日 9

時間に定めた。さらに、この法律では、9 歳から 1 3 歳までの児童に対して、一日

2 時間、週 6 日の就学を義務付けた。政府は、この法律が実行される上で、児童

教育施設の建設を補助するために、2 万ポンドを提供した。この政府の対応に対

して、オドーネルは、この法律が「イギリスの国家関与の教育の始りの印であった」

( O ’ D o n ne l l  19 8 5 ,  9 /訳 1 2 )と評価している。  

 1 8 3 3 年工場法は、当時としては児童教育に対する画期的な法律であった。し

かし、シーニアは、工場内で酷使される児童の労働環境を目の当たりにすること

で、この法律のより一層の改善を目指した。そこで、シーニアは、1 83 7 年工場法

における委員のメンバーに選出された際、工場監督官であるレオナルド・ホーナ

ー ( Le o n a r d  H o r n e r,  17 8 5 - 1 86 4 )に宛てた手紙の中で、児童教育の重要性

を強調した ( S e n i o r  1 83 7 ,  4 )。  

 シーニア以前にも、児童教育の重要性について強調した経済学者はいた。そ

の 1 人がアダム・スミスである。スミスの場合、教育は、政府が与えるのではなく、

家庭で行われるべきであると考えていた 7 1。また、スミスは、児童教育に対しては

楽観的であった。スミスは、労働者階級の家庭において、大抵の児童は働かなけ

ればならず、教育に割く時間はないと考えており、両親も同様の意見であった。

子どもが就労可能であるとすぐに、彼らは生活費を稼がなければならなかったの

である。しかし、それでも基本的な知識は就労前に身に着くとスミスは考えていた。  

 

     どの文明社会でも、一般民衆は、いくらかの身分や財産のある人びとほ

                                                   
7 1  スミスによれば、「あらゆる子どもは最悪の両親のもとにおいてさえ、多少ともこの種の教育を

受けるのである」 ( S m i t h  1 7 6 3 ,  7 4 /訳 1 9 4 )とし、家庭教育の重要性を説いている。このとき

の、「この種の教育」とは、宗教教育のことを指している。  
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どには教育を受けていないけれども、それにもかかわらず、読み、書き、

計算という、教育のもっとも基本的な部分は、生涯のきわめてはやい時期

に身につけることができるから、最低の職業をやがて仕込まれるはずの人

びとでさえ、そうした職業につくまえに、それらのものを取得する時間はあ

る。公共はきわめてわずかな経費で、国民のほとんどすべてに対して、教

育のそれらもっとも基本的な部分を取得する必要を助長し、奨励し、さら

には義務づけることさえ、できるのである。 ( S m i t h  1 90 4 ,  9 9 0／訳 5 4 )  

 

 さらに、スミスにとって教育は下層階級の道徳性を引き上げる手段でもあった。

そして、貧民の児童を教育することによって、国は利益を得ることができると考え

ていた。この場合の利益とは、公共の安全である。  

 

     ・ ・ ・彼ら（下層階級）の教化から国家は少なからぬ利益を得ているので

ある。彼らは教化されればされるほど、無知な諸国民のあいだでしばしば

もっともおそるべき無秩序を引き起こす熱狂や迷信の惑わしにかかること

が、それだけ少なくなる。そればかりでなく、教化された知的な人々は、無

知で愚鈍な人々よりも、つねに礼儀があり、秩序正しい。彼らは個人個人

が、より尊敬されていると感じていて、合法的な目上の人びとの尊重を受

けやすく、したがって、また目上の人びとを尊重する気持ちもより大きい。

彼らは党派や反徒の利害にもとづいた不平を検討しようという気持ちもよ

り大きいし、そのため、政府の方策にたいして気ままな、あるいは不必要

な反対をするように誤導される傾向も少ない。自由な国ぐにでは、政府の

安泰は、国民が政府の行動に対してくだす好意的な判断に依存するとこ

ろがきわめて大きいから、それについて彼らが性急に、あるいは気まぐれ

に判断する気にならないようにすることは、たしかに最高に重要であるに

ちがいない。 ( S m i t h  19 0 4 ,  9 94／訳 5 9 - 6 0 )  

 

 シーニアが 1 8 3 4 年報告書を執筆する頃のイギリスは、工場法のように児童教

育に介入し始めた時期であった。しかし、このころの政府の対応は、直接教育に

介入するのではなく、資金の提供にとどまるものであった。また、スミスは、公的

教育の利益を認めていたが、家庭教育を重視し、政府による教育の重要性を強

く訴えることはなかった。  

 

第 2 節  新救貧法における教育の重要性  
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 新救貧法が成立することにより、貧民は、救済を受けたいのであれば、ワーク

ハウス収容を義務付けられ、かつ、劣等処遇の原則により、その処遇は独立労働

者以下にするよう定められることになった。しかし、児童の教育に関しては、劣等

処遇の原則の適用を免れた。救貧法委員会は「少年および少女は、毎日の労働

時間の少なくとも三時間は、読み、書き、およびキリスト教の原理を教育されるべ

きである。また、その他の授業も彼らに有用・勤勉・有徳の習慣をつけると考えら

れるものは彼らに教授されるべきである」 7 2と述べている。救貧法委員会は、この

ように児童教育を定めたが、これに対して、 1 83 6 年にベッドフォード・ユニオン

から、ワークハウス内の児童教育に対して、苦情がきた 7 3。これは、ワークハウス

内の教育の中から、「読む」ことを教えるのは良いが、「書く」ことは劣等処遇の原

則に反しているとしてなされた苦情であった。しかしながら、救貧法委員会は、こ

の苦情を次のような理由で却下した。それは①ワークハウス内の規律を厳格にし

ておけば、単に良い教育を与えているというだけでは、独立労働者に対するワー

クハウス収容への誘惑にはならないこと、②ワークハウスにおけるよりも魅力的な

学校が独立労働者の児童のためにやがてできると確信していること、③ワークハ

ウスの児童は、将来、正直で独立した生計を維持するための最大限可能な機会

を与えるよう教育されることが最も重要であること、④ワークハウスの児童は、将

来負わされがちな永久の汚名を固定するように扱われるべきでなく、他の児童が

読み書きができるのに、読む知識だけで書くのが駄目であることがワークハウス

で教育を受けたという明確な印になってしまうこと、という理由であった ( S e c o nd  

A nn u a l  Re p o r t  o n  t h e  Po o r  L aw  C o m m i s s i o n e r  1 8 36 ,  5 29 ) 7 4。   

 救貧法委員会とベッドフォード・ユニオンとの間の議論は、政府が児童教育の

重要性を示した一例であった。  

 

第 3 節  18 40 年代～1 850 年代における児童教育への見解  

 

（1）ワークハウス内での児童に対する教育内容  

 

 教育の具体的内容に関しては、 18 3 8 年の救貧法委員会の補助委員であるジ

ェームズ・ケイ ( J am e s  K ay,  1 8 04 - 1 8 77 )の救貧児童の訓練に関する報告書

の中で述べられている。  

                                                   
7 2  H i g g i n b o t h a m ( 2 0 1 2 ,  3 0 0 )を参照。  
7 3  ベッドフォード・ユニオン ( B e d f o r d  U n i o n )とは、ベッドフォード地域の教区連合であり、他

の地域と比べ、地主の力が強い地域であった。  
7 4  もちろん、児童が成人年齢に達すれば、劣等処遇の原則は適用される。  
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 この報告書では、まず、ワークハウス内の児童に特別な教育を施す必要性があ

ることについて説明している。ケイは、児童が貧困に陥った原因は彼ら自身の過

ちではなく、その不運にほかならないと考えていた。そこで、ケイは、児童に必要

なものは救済抑制の施策ではなく、教育計画であると考えた。ケイの教育の内容

は、自立した労働者の育成を目的とした、職業訓練と道徳教育から構成されてい

た ( 1 8 3 9r e p o r t ,  2 8 7 )。そして、男児は、さまざまな職種の肉体労働、農業労

働を学び、女児は、洗濯やアイロンといった家庭内労働を学んだ。一方、道徳教

育では、服従、誠実さ、労働、そして時間厳守の習慣を教えられた。この道徳教

育には、隊列行進や屋外での労働、体育と音楽などが含まれた。しかし、ケイは

自身の目指す教育は、ワークハウス内では不可能であると考えていた。なぜなら、

比較的設備の整っているワークハウスにおいても、児童は、大人から道徳的悪影

響を受けるからである 。 これに対して、補助委員であったタフネル ( Ed w ar d  

Tu f n e l l ,  18 1 4 - 1 89 6 )は「ワークハウスの雰囲気は悪徳で汚染されている。児

童の将来の幸福に少しでも関心をはらう者なら、彼らがそこで教育を受けるべき

ではないと考えたにちがいない」と強調している ( 18 3 9r e p o r t ,  2 91 )。  

 そこで、ケイとタフネルはともに児童のために全く別の制度を作り出さなければ

ならないと考えるようになった。 1 84 0 年代になると彼らは、大規模な施設を建設

するために、既存のユニオンを上回るユニオン連合の設置をよびかけた。そして、

18 4 4 年と 1 84 8 年の立法により、こうした地区当局が設置され、多くのユニオン

連合に学区が設けられた。しかし、ロンドンから離れた地域では、その裁量を任

された保護委員会 ( Bo ar d s  o f  G ua r d i a n s )は、この立法に積極的でなかった。

そのため、地区学校設置に大きな進展はみられなかった。実際、地区学校の総

数はわずかな数に過ぎなかった。 1 8 60 年になっても、ワークハウス内の児童 1 3

人に 1 人を収容できる程度であった。大半の児童は、一般のワークハウスに居住

するか、個々のユニオンにより建設された学校の一つに収容されたのである。  

 

（2）ワークハウス外における児童教育への見解  

 

 1 83 4 年に新救貧法が制定されたことにより、受救者は原則ワークハウス内で

のみ、救済を受けることになった。しかし、法律施行後、ワークハウス外救済を希

望する貧民の増加もあり、徐々にワークハウス外救済が定着するようになってき

た。そして、ワークハウス外救済を希望する貧民からの要請で、 1 8 4 1 年には「ワ

ークハウス外救済規制のための一般命令」が制定された。これは、受救者はワー

クハウス内でのみ救済を受けることという原則に変わりはないが、ワークハウス外

救済を受けるという例外を認めるものであった。これにより、ワークハウス外の救
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済児童数は増加していった。それにともない、ワークハウス外の児童に対しても

何らかの教育措置を取るべきであるとの考え方が広まっていった。こうしたなかで、

18 4 4 年にはベリック・アポン・ツイード・ユニオンでは、ワークハウス外の救済貧

民リストの中で学齢期にあり、かつワークハウスから一マイル以内に居住していな

い児童を普通の学校に通学させ、各児童につき週 2 ペンスを支払うことを決定し

た 7 5。しかし、これらは地方のユニオンが行ったことであった。そして、中央の行

政組織である救貧法委員会は一貫して、これらワークハウス外の救済児童に対

する教育措置を望ましいこととしながらも、これに関する救貧税からの支出を厳

格に禁止した。これにより、ワークハウス外救済児童に対する完全な無干渉主義

の立場を鮮明にしたのである 7 6。  

このように、救貧法委員会は、貧困という理由以外で貧民救済委員会が権限

を行使することを抑えるとともに、法的にも親に対する干渉が許されないことを強

調した。そして、ワークハウス外での救済児童の処遇に関する無干渉主義政策を

正当化していった。  

 

（3）18 50 年代における児童教育への見解  

 

18 55 年 6 月 2 6 日に「ワークハウス外救済を受救する児童の教育を用意する

法律」、通称デニスン法が制定された。この法律は、第一条において「イングラン

ドにおける連合もしくは教区の救済委員は、適当と考えるときに、ワークハウス外

で合法的に救済を受ける貧民が、その 4 歳から 1 6 歳までの子どものために、学

校での教育を用意することができるような救済をすることが許される」と規定し、

貧民救済委員会にワークハウス外救済児童の教育の用意を目的とする給付を行

うことができる権限を承認した。ただし、第 3 条において「貧民救済委員会が、救

済申請者の子どもにそのような教育が与えられることを、救済の条件として課す

ことは合法ではない」と定めてしまったことにより、児童に教育を受けさせるかどう

かの判断を、ワークハウス外救済を受ける親に全面的に委ねてしまった 7 7。  

このようにデニスン法は、ワークハウス外救済児童に対する教育措置について、

                                                   
7 5  ベリック・アポン・ツイード ・ユニオン ( B e r w i c k  u p o n  Tw e e d  U n i o n )は、イングランド北

部のノーサンバーランド地域の教区連合であり、ベッドフォード・ユニオンと同様、地主層が強い

地域であったと考えられる。  
7 6  1 8 4 7 年 7 月に布告した一般統制令に関する注釈書の脚注の中でも、「親もしくは親類によ

って悪い状態で養われている児童の救済にいかに熱意をもと うとも、貧困こそが貧民救済を行

わせる唯一の原因であって、貧民救済委員会は、その児童が不道徳な生活の中で育つことを懸

念する理由を持っていても、親たちに干渉することが法的に正当化されないことに思いを致す

べきである」 ( D a v e n p o r t  H i l l ,  1 8 8 9 ,  1 4 )と述べている。  
7 7  デニスン法に関しては、川田 ( 1 9 8 1 )を参照されたい。  
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彼らの親たちがどのような親であるかをまったく問題としないまま、通学させるか

どうかを親の自由な判断にまかせてしまったのである。  

 

（4）ニューカッスル委員会  

 

 1 8 58 年 2 月にパキストン卿 ( S i r  J o hn  P ak i n g t o n )の法案提出が契機とな

って基礎教育に関して調査検討を行う委員会の任命を求める決議がなされた。

そして、この決議に基づき、同年 6 月 3 0 日に「イングランドにおける民衆教育の

現状を調査し、国民のすべての階級に対する健全で安上がりな基礎教育の拡大

にとって、もしあるとすればいかなる措置が要請されるかを審議する」ために、ニ

ューカッスル公 ( D uk e  o f  N e w c as t l e )を委員長とする王立委員会が発足し、シ

ーニアもこの委員の一人に任命された ( 1 8 61 r e p o r t ,  1 )。この委員会は、委員

長のほか 6 名の委員と、若干名の補助委員を擁し、農業、工場、鉱業などに分け

た全国調査のほか、教育関係者や機関への文書による問い合わせ、聞き取り、

そして公聴会の開催など、かなり広範囲な調査活動を経て、 18 6 1 年に全 6 巻か

らなる報告書を提出した。  

 報告書では、まず、1 85 9 年 1 月 1 日現在で、ワークハウス外児童数を 2 8 万

84 2 8 人と推計している。そして、これら児童のうちデニスン法の施行により就学

するようになった数が、18 5 7 年現在、全国で 65 3 7 人にすぎないことから、同法

は「国土の大部分で機能していない」と断定している。他方、 1 85 6 年 7 月現在、

教育を受けていないワークハウス外児童の数が 8 万 4 2 5 2 人とする救貧当局の

統計を引用し、この数は「厳密にいうと正確ではない」として、報告書独自に少な

くとも 1 0 万人のワークハウス外児童がいると断定している。  

 次に報告書は、これら 1 0 万人にものぼる教育を受けていないワークハウス外

救済児童がいかに悲惨であるかを指摘したうえで、「一般法則として、これら児童

は成長するにつれて、監獄とワークハウスに分けて配置されるといってよい。つま

り彼らは、世襲的な受救貧民と犯罪者の階級を形成しているのである。もし、わ

れわれが、彼らを堕落させている諸影響から彼らを引き離すことができたら、貧

困と犯罪の主要な根を断ち切ることができる」 ( 1 86 1 r e p o r t ,  3 80 )として、これ

らのワークハウス外救済児童に対する教育の必要性を強調する。そして、第一の

解決策として、デニスン法の改正をあげ、その具体的な改正案までも用意したの

である。  

この改正案の特徴は、ワークハウス外救済児童に教育を受けさせることを各貧

民救済委員会の義務として、中央の救貧法委員会の監督の下に置くとともに、児

童の就学をその親がワークハウス外救済を受けるための条件とするというもので
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あった。この考え方は、国がその親に代わり児童の面倒をみるという、教育に関

して政府が干渉することを表明したものであった。児童教育に関して、政府はそ

れまでの無干渉主義の立場から、干渉主義へと変化していったのである。シーニ

アが自身の教育思想について著作を発表したのは、このような時代背景の下で

あった。  

 

第 4 節  シーニアの教育思想  

 

 シーニアは 1 8 5 7 年に大衆教育に関する委員会で委員を務めたが、その経験

を踏まえ、1 8 61 年に『大衆教育に関する諸提案』 ( S u g ge s t i o ns  o n  Po p u l ar  

Ed uc a t i o n ,  1 8 6 1 )を執筆した。本節は主に、この著作の中からシーニアの教

育思想を考察する。  

 また、1 83 4 年報告書の末尾を執筆したのはシーニアであったが、その末尾に

おいてシーニアは教育の重要性を訴えていた。 1 8 3 4 年報告書執筆時、シーニ

アは、労働者階級の教育の必要性を訴えた。しかし、時が経つにつれ、上記で

述べたように、イギリス全体において児童教育の普及が進められていくことからも、

シーニアも同様に児童教育に関心を示していった。  

 

（1）教育の目的  

 

 シーニアは貧困問題と児童教育には関係性があると考えていたため、貧困解

決手段としての児童教育を重要視していた。そして、児童教育の欠陥があるので

あれば、それは政府により解決できると考えていた。  

 

     児童の義務教育 ( c o m p ul s o r y  e d uc a t i o n )は、貧困状態から勤勉で

独立した状態へと、彼らを引き上げる最も効果的な手段である。 ( S e n i o r  

18 6 1 ,  8 6 )  

 

 シーニアは、貧困状態にある児童たちは、学校教育を通じて貧困から脱し、勤

勉で独立した労働者になることができると考えていたが、この時の労働者とは、

制欲 ( a bs t i n e nc e )ができる労働者のことである  ( S e n i o r  1 8 3 6 , 5 8 )。制欲がで

きるからこそ、富の獲得を通じて、貧困から脱することができる。さらに、シーニア

は、教育への支出は、労働者の収入に反映すると考えていた。なぜなら、熟練労

働者の報酬の大部分は、労働者自身の教育に対する支出があることを暗黙的に

意味するからである ( S e n i o r  1 83 6 ,  6 9 )。  
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 また、政府は「便宜」の点からも、国民のためになることであれば、積極的に介

入すべきであると、シーニアは考えていた 7 8。そして、児童に関しても、この便宜

の点から、政府は児童を保護すべきであるとする。なぜなら、政府の義務とは、

国民を保護することであるが、児童は、自分自身を守ることができないため、国に

よって保護される必要があるからである ( S e n i o r  18 6 1 ,  6 )。  

 さらに、シーニアは、児童への教育費は単なる支出とは考えていなかった。  

 

     初等学校への費用を分担できないほど、貧しい国はない。厳密にいえ

ば、それは費用ではないのである。そのように使用されるお金は、勤勉・

技術・効率的使用・健康の優越の結果、ずっと多く返済されるのである。

( S e n i o r,  L e c t u r e s  1 84 7 - 1 8 52 ,  F i r s t  Co ur s e ,  Le s s o n  6 ,  

“ P o w e r  o f  G o ve r n m e nt  t o  A l t e r  t h e  D e gr e e  i n  w h i c h  We a l t h  

I s  D e s i r a b l e  -  c o m m e nc e d ”  i n  L e vy,  v o l .  2 . ,  3 2 9 )  

 

 教育は国家にとって有益な富を生み出すものであることにより、政府は児童教

育に積極的に介入すべきであり、それにより、貧困は解決されるとシーニアは考

えていた。  

 

（2）教育の定義  

 

 シーニアは言葉の厳密な定義を行う人物であると知られているが、教育に関し

ても定義を行っている。  

 

     広義的に、教育という単語は、すべての外からの影響という意味を含む。

外からの影響とは、どんな動物にも生まれつきある性質がその後に修正さ

れるということである。狭義的には、教育とは、ある人が教訓や例によって、

他 人 に 意 図 的 に 及 ぼ す 影 響 と い う 意 味 に 限 定 さ れ る 。 ( S e n i o r,  

Ad d r e s s  o n  E d uc a t i o n  d e l i v e r e d  t c  t h e  N a t i o n a l  

As s o c i a t i o n  f o r  t he  Pr o m o t i o n  o f  S o c i a l  S c i e nc e ,  o n  i t s  

S e v e n t h  A n nu a l  M e e t i n g  i n  O c t o b e r  18 6 3 ,  i n  L e v y,  vo l .  2 . ,  

32 9 )  

 

 さらに続けて、シーニアはより詳細に教育の分類を行っている。  

                                                   
7 8  第 4 章第 2 節を参照されたい。  
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 教育は、ティーチングとトレーニングに分かれる。  

 ティーチングは、情報を与えることと、指令を与えることに分かれる。  

 トレーニングは、肉体的トレーニングと精神的トレーニングである。  

        肉体的トレーニングとは、身体の機能のトレーニング、もしくは身体の感

覚のトレーニングである。  

     精神的トレーニングとは、精神機能のトレーニングであり、それは知能の

トレーニングである。あるいは、精神の感覚のトレーニングであり、それは

道 徳 ト レ ー ニ ン グ で あ る 。 ( S e n i o r,  Ad d r e s s  o n  Ed uc a t i o n  

d e l i v e r e d  t c  t h e  N at i o n a l  As s o c i a t i o n  f o r  t h e  Pr o m o t i o n  o f  

S o c i a l  S c i e n c e ,  o n  i t s  S e v e nt h  A n nu a l  M e e t i n g  i n  O c t o b e r  

18 6 3 ,  i n  Le v y,  vo l .  2 . ,  3 3 0 )  

 

 また、「ティーチング」とは、知識を授けることであり、「トレーニング」とは、知識

を創造することである。シーニアは、トレーニングはティーチングよりもより重要で

あると考えていた。なぜなら、知識は授けられたとしても、維持するのが困難であ

り、忘れてしまうからである。そして、「習慣 ( h ab i t ) 」を身につけることを重視して

いたが、それは、習慣は一度でも身についてしまえば、苦痛 ( p a i n )を伴わない

限り、中止することがないからである。すなわち、習慣は永続的なものなのである。  

 また、シーニアは、教育の分類の中でも、道徳トレーニングを最重視していた。

なぜなら、道徳トレーニングは、精神的感覚に含まれるものであるが、それには、

恐怖や怒り、プライド、愛情などが含まれており、これらは、習慣を永続的にする

ために必要不可欠だからである 7 9。よって、もし、児童が道徳教育を通して、「制

欲」の習慣が身についたのであれば、その児童は、大人になり、労働市場で働い

たとしても貧困に陥ることはないのである。  

 

（3）教育対象者  

 

 シーニアは、教育対象者として児童を挙げている。しかし、この場合、政府の支

援による教育対象は、すべての児童ではないことに注意が必要である。  

 シーニアは、児童を 3 つのグループに分類している。まず、一つ目は、親ある

いは友人が児童の教育費を全額支払うことができるグループであり、二つ目は、

親あるいは友人が児童の教育費の一部を支払うことができるグループである。そ

                                                   
7 9  シーニアは、道徳トレーニングが重要であるとは考えていたが、具体的にどのようなトレーニ

ングをすればよいのかについては言及していない。  
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して、三つ目が、親あるいは友人が児童の教育費を全く払うことができないグル

ープである。一つ目のグループは、社会の上・中流階級から構成されており、二

つ目のグループが労働者階級から構成されていた。そして、三つ目のグループ

が受救者 ( p a up e r )から構成されていた 8 0。このうち、二つ目及び三つ目のグル

ープがシーニアにとっての政府による児童教育の対象者であった。  

 この二つ目と三つ目のグループは、一つ目のグループと比べ、低所得であるが、

だからといって親が自身の子どもの教育を怠ることは、子どもの教育を受ける権

利を阻害しているとして、シーニアは批判している 8 1。シーニアは、児童の精神

( m i nd )も、彼らの身体と同様に保護される権利があると考えており、児童は教育

を受ける権利を持っていると考えていた ( S e n i o r  18 6 1 ,  6 - 8 )。  

 

（4）地区学校の奨励  

 

 1 83 4 年の新救貧法は、受救貧民の児童に教育を与えた初めての法律であっ

た。そして、当初、児童はワークハウス内学校での教育を義務付けられていた。  

 しかし、ワークハウス学校が普及するにつれ、その弊害も明らかになり始めた。

ワークハウス内では、ワークハウスの監督官 ( w o r k ho us e  m as t e r s )や、大人の

受救者による精神的・衛生的汚染、道徳・知性・勤勉性の欠如などがあり、児童

への悪影響が指摘されるようになった。これを受け、 18 4 0 ・5 0 年代に様々な改

革がなされるようになった。そのうちの一つが地区学校の設置である。シーニア

は、この地区学校から得られる効果に高い期待を寄せていた。シーニアが実際

に、サウサンプトンのワークハウスを訪れた際、そこのワークハウス学校は、道を

一つ隔てただけで、大人と子供がすぐに出会えるようになっており、劣等処遇の

原則が厳密には守られてはいなかったとして批判している ( S e n i o r  18 6 1 ,  8 9 )。

そこで、地区学校は、ワークハウスから離れたところに設置されるため、ワークハ

ウス内学校のような大人からの道徳的悪影響を受けずにすむのである。そして、

地区学校で教育することにより、教育された児童は犯罪や貧困から脱出すること

ができるのである。  

 

                                                   
8 0  S e n i o r ,  A d d r e s s  o n  E d u c a t i o n  d e l i v e r e d  t c  t h e  N a t i o n a l  A s s o c i a t i o n  f o r  

t h e  P r o m o t i o n  o f  S o c i a l  S c i e n c e ,  o n  i t s  S e v e n t h  A n n u a l  M e e t i n g  i n  O c t o b e r  

1 8 6 3 ,  i n  L e v y ,  v o l .  2 . ,  3 3 3 .  
8 1  シーニアは、教育の資金に関しては非常に楽観的であった。教育費は民間からの寄付金で

十分に賄えるとシーニアは考えていた。そして、足りない場合のみ、教育税が徴集されることを

望んだ ( S e n i o r  1 8 6 1 ,  5 7 - 5 9 )。  
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第 5 節  小括  

 

 シーニアは 1 8 3 4 年報告書の末尾において、教育の重要性を説いていた。シ

ーニアにとって、児童への教育は貧困解決の手段であるが、その教育の中でも、

とりわけ道徳トレーニングを重視していた。さらに、ワークハウス内学校は、次第

に大人からの道徳的悪影響が指摘されてきたことからも、地区学校を奨励するこ

とにより、大人からの道徳的悪影響を防ぐことができると考えられていたのであっ

た。シーニアは、大人に対しては劣等処遇の原則を適用し、児童に対しては、道

徳トレーニングを実施することで、彼らが勤勉に労働市場で働き、富を獲得する

ことで、貧困から脱することができると考えていた。また、シーニアは 1 86 4 年に

死去してしまうが、シーニアの死後、1 8 7 0 年に初等教育法が施行されることで、

イギリスにおいて初等教育が義務教育として普及していくことになった。この法律

においてシーニアの直接の影響を指摘することはできないが、政府が児童教育

を義務づけた初等教育法は、シーニアの意図した経済的自由主義に沿うもので

あったと考えられる。  
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結章  

 

 本稿は、シーニアの救貧法思想を、経済学方法論および経済的自由主義との

関連において考察し、その思想史的意義を解明することを目的として書かれたも

のである。  

 まず、第 1 章では、旧救貧法の変遷及び、シーニアの旧救貧法に対する評価

を考察した。シーニアは、旧救貧法を奴隷制（封建制からの解放）の観点から評

価していた。エリザベス救貧法以降、様々な救貧政策が実施されてきたが、シー

ニアは、その中でも 1 66 2 年に制定された定住権法を特に批判していた。定住

権法により、労働者の居住が制限されることで、労働市場が狭められるとシーニ

アは考えていた。さらに、この定住権法がなければ、救貧法に関する諸問題が生

じなかったとして、国家による居住制限を伴う救貧の全廃を考えていた。また、ス

ピーナムランド制度に代表される賃金補助制度に関しては、ワークハウス外で労

働者を救済することにより、労働者を肉体的、道徳的に奴隷の地位に置くもので

あったと批判した。  

 第 2 章では、救貧法改革案である 18 3 4 年報告書は、シーニアの経済学方法

論に基づき執筆されたことを明らかにした。シーニアは、H ut c h i s o n ( 20 0 0 )が

「ウルトラ演繹主義」と評するように、少数の前提から演繹によって結論を導出す

ることを重視していた。しかし、実践（アート）の結論が理論の結論に基づいてい

るのであれば、その実践（アート）の結論は理論の結論と同等の確実性と普遍性

を持つとシーニアは考えていた。そこで、実践（アート）である 18 3 4 年報告書で

は、事実を収集し、収集した事実に経済理論に基づく分析を照らし合わせて解

釈した。具体的には、 18 3 4 年報告書の前半部の分析部分において「奴隷と自

由労働者」の理論に照らして事実を解釈し、それに基づき後半部分の対策にお

いて「劣等処遇の原則」を提案していた。  

 第 3 章では、シーニアのワークハウスに関する見解を明らかにした。シーニア

は、旧救貧法の中でも、ワークハウス内救済を実施したナッチブル法を高く評価

していた。ワークハウス内は、貧民の処遇を無慈悲なものにすることで、勤勉な有

能貧民を奴隷の地位に陥らないようにされていた。そして、シーニアは、これを高

く評価した。また、シーニアは、ワークハウス外救済の支持者に対しては、ワーク

ハウス内救済の方が、ワークハウス外救済よりも経済的に優れており、かつ、劣

等処遇の原則の適用は、ワークハウス内救済でしか実現できないとして、受救者

のワークハウス収容を擁護したのであった。  

 第 4 章では、劣等処遇の原則の適用により、怠惰な貧民が勤勉になり、労働市

場へ働きにでるメカニズムを明らかにした。まず、シーニアは、政府は、国民の生
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命・財産を守るためであれば、便宜の点から積極的に介入すべきであると考えた。

そして、困窮対策として法律を効果的にするためには、貧民に被救済権を与える

べきであると考えた。この場合、被救済権を与えることによって受救者の道徳心

が破壊されないためにも、受救者に対して過酷な条件が課されたのであった。シ

ーニアは、受救者に過酷な条件を課しても、彼らは労働市場へ働きに出たいとい

う希望も持つと考えた。なぜなら、人には多様性の欲求と優越の欲求があるため、

自身の状態を改善するためにも、自らの努力で労働市場へと自発的に出て行く

からであった。  

 第 5 章では、シーニアの教育思想を考察した。シーニアは教育の中でも道徳

教育を重視していた。なぜなら、道徳教育を通じて、「制欲」の習慣が児童に身

につくからである。この習慣が身についた児童は、成人しても労働市場で働くこ

とで貧困にならないのである。シーニアは、大人に対しては劣等処遇の原則を適

用し、児童に対しては道徳教育を行うことで貧困が解決されると考えていた。  

 以上が、本稿で明らかにしたシーニアの救貧法思想である。救貧法に関する先

行研究において、シーニアは新救貧法成立に大きく貢献した人物として紹介さ

れる。しかし、新救貧法の土台となる 18 3 4 年報告書を執筆したにもかかわらず、

シ ー ニ ア の 救 貧 法 思 想 を 詳 細 に 研 究 し た も の は 、 筆 者 の 知 る 限 り

B o w l e y ( 19 3 7 )を除いてほとんどなかった。本稿は、B o w l e y ( 1 93 7 )が触れる

ことのなかった、経済学と新救貧法との関わりを考察することで、経済学者シー

ニアが救貧法改革において果たした役割を考察した。  

 シーニアは、経済学者として政策に関与したが、その際行っていたことは、自

身の経済学方法論に基づく政策への経済学の応用であった。さらに、シーニア

の貧民に関するワークハウス収容の見解を考察することで、競争的労働市場の

創出が、経済的自由主義の思想と密接に結びついていたことを明らかにした。  

 新救貧法は経済学者が政策作成に関わった初期のものであり、シーニアの救

貧法思想を明らかにすることは、経済学の政策への応用を知る手掛かりにもなる。

そのことからも、本研究は、従来のシーニア研究のみならず、経済学説史研究に

おいて空白であった経済学者シーニアの救貧法思想の穴を埋めることができる

のである。  

 本稿では、新救貧法の成立に携わった代表としてシーニアを取り上げた。しか

し、新救貧法成立に貢献した人物の 1 人にチャドウィックがいる。チャドウィック

は、シーニアと共に 1 83 4 年報告書を執筆した人物として知られている。そのた

め、チャドウィックの救貧法思想を無視することはできない。チャドウィックの救貧

法思想を明らかにすることは今後の課題としたい。   
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